
     
 

 

      
  

  
 

 



 
 

は じ め に 
 

 

 この年報は、平成２２年における伊丹市消防の主な消防事情につ

いて収録し、今後の消防行政の参考に資するとともに、消防の現況

を紹介するため編集したものです。 

 内容は、消防情勢、予防統計、火災統計、救急統計、救助統計、

その他の統計及び消防団の構成とし、原則として会計年度をもって

表し、火災・救急・救助統計等は暦年で作成しております。 

 皆様方にご高覧いただき、消防行政に対するご理解を深めていた

だく一助になれば幸いと存じます。 

 

  平成２３年７月 

 

 

           伊丹市消防局長  上 原 登 
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○ 伊丹市のあらまし 
 

伊丹の歴史は古く、遣跡や出土品から縄文時代中期には既に人々が生活していたことが知られ

ています。 

奈良時代には、名僧・行基が仏教の布教に訪れ、昆陽池や昆陽施院を作るなど社会事業を行い

ました。 

平安時代の伊丹は、源満仲の統治下にありましたが、やがて伊丹姓を名乗る武士団が支配しま

した。わが国最初の天守閣を備えたといわれる伊丹城が築かれたのもこの時代です。 

天正２年（1574 年）、伊丹氏に代わって荒木村重が伊丹城主となり、城名も有岡城と改めまし

た。しかし、その有岡城も天正６年（1578 年）、村重が織田信長に叛き、羽柴秀吉らにより攻め

られ落城という運命をたどりました。 

江戸時代に治政にあたった近衛家が産業の振興に力を注ぎ、とくに酒造業は全国的に名声を博

しました。また、俳人・上島鬼貫を出すなど文化の華が開きました。 

明治に入り、廃藩置県によって兵庫県に編入され、明治２２年（1889 年）町村制施行により、

伊丹町・稲野村・神津村・長尾村の４町村にまとめられました。明治２４年（1891 年）に川辺

馬車鉄道（現ＪＲ福知山線）が開通、また大正９年には阪急伊丹線が開通し、産業経済が進展す

るとともに、大都市近郊住宅地として発展してきました。 

昭和１５年１１月（1940 年）、伊丹町と稲野村とが合併し伊丹市が発足、全国で１７４番目の

市が誕生しました。その後、昭和２２年（1947 年）神津村と合併、昭和３０年（1955 年）長尾

村の一部を編入して、現在に至っています。 

 

 

○ 伊丹市の位置及び地勢 

 
伊丹市は、兵庫県の南東部に位置し、大阪

市から約１０㎞、神戸市から約２０㎞の圏域

に、面積２５．０９ の市域を有しています。 

交通は、ＪＲ福知山線と阪急伊丹線、また

市中央部を国道１７１号が横断しさらには、

大阪国際空港(伊丹空港)のあるまちとして、

知られています。 

地勢は、北部の伊丹台地から南部の武庫平

野へとゆるやかな傾斜をもって広がり、また

市の東側には猪名川、西側には武庫川が流れ

気象は一般に年間を通じて温暖で降水量が

少ないという瀬戸内気候を示しています。 

 

 

○ 管内情勢と消防現況 
（H23.4.1 現在） 

 

区分 

 

種別 

消防職員１人に対して

（１９６人） 

消防署所１に対して

（６ヶ所） 

消防ポンプ車１台に対して

（１２台） 

面 積 (25.09   ) 0.13    4.18   2.09   

世帯数 (77,876世帯) 397  世帯 12,979 世帯 6,490 世帯 

人 口 (196,244人) 1001  人 32,707 人 16,354 人 
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○ 伊丹市消防のあゆみ 

 

昭 20. 7. 1  神戸市が大空襲により廃墟となり、衛星都市を守るため神戸市にあった兵庫

消防署が伊丹市に移駐し、尼崎消防大隊伊丹中隊及び西宮消防大隊宝塚中隊

の各管轄区域を担当し、兵庫消防署兼伊丹消防大隊と改称、市公会堂を仮庁

舎として業務を開始する。 

昭 20. 8.15  兵庫消防署兼伊丹消防大隊の名称を、兵庫消防署と改称する。 

昭 21. 2.18  兵庫県訓令甲第７２号をもって、伊丹消防署と改称する。 

昭 22. 8. 1  伊丹市伊丹字山ノ上４８３に庁舎を新設、業務を開始する。 

昭 23. 3. 7  消防組織法（法律第２２６号）の施行に伴い、消防組織は県から市町村に移

管され、伊丹消防組合消防署（伊丹市伊丹字山ノ上４８３）、宝塚出張所（川

辺郡小浜村字川面字中井ノロ７２）の１署１出張所をもって伊丹市及び川辺

郡小浜村、武庫郡良元村５４．６２ｋ㎡を管轄区域として発足する。（定数３

０名、車両３台） 

昭 27. 8. 1  伊丹市消防本部及び伊丹市消防署として独立発足する。（定数２８名、車両３

台） 

昭 35. 4. 1  伊丹市伊丹字西ノ町５１０の１へ庁舎を移転し、業務を開始する。 

昭 37. 3.31  消防職員定数を改正、西出張所の開設要員を１４名増員し、定数４６名となる。 

昭 37. 8.10  都市の急激な発展に伴い、常備消防拡充強化計画に基づき、伊丹市昆陽字真

福寺１９の４に西出張所を開設する。 

昭 37. 9. 1  救急需要の増大により、消防救急業務を開始する。 

昭 38. 7. 3  消防職員定数を改正、東出張所開設要員及び本部要員を１４名増員し、定数

６４名となる。 

昭 38.10.24  大規模災害応急対策活動の相互応援に関し、尼崎・西宮・芦屋・伊丹・宝塚・

川西各市及び猪名川町の６市１町の市町長協定に基づき、消防相互応援に関

する覚書を交換する。 

昭 39. 4. 1  消防職員定数を改正、北出張所開設要員、本部要員及び救急要員を１５名増

員し、定数７９名となる。 

昭 40. 2.13  伊丹市森本字久保４の４に東出張所を開設する。 

昭 41. 4. 1  消防職員定数を改正、スノーケル車要員及び本部要員を１５名増員し、定数

９４名となる。 

昭 41. 4. 6    伊丹市鴻池字出口３の２に北出張所を開設する。 

昭 41.10.27    消火薬剤等の相互提供に関する協定を市内２８事業所と締結する。 

昭 41.12.10    伊丹市・豊中市・池田市との間に消防相互応援協定を締結する。 

昭 42. 4. 1    伊丹市消防本部の組織を５係から３課８係に改める。 

昭 42. 4. 1    消防職員定数を改正、本部組織の改正に伴う要員を１２名増員し、定数１０

６名となる。 

昭 42. 4. 1    伊丹市消防特別救助隊を設置し、運用開始する。 

昭 43. 3. 9    航空機災害に関し、火災防ぎょ及び救急業務に対処するため大阪市と消防相

互応援協定を締結する。 
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昭 43. 4. 1    西出張所を西分署に昇格する。 

昭 43.11.16    西分署に救急車を配置し、２台運用となる。 

昭 43. 4. 1    消防職員定数を改正、西分署要員を３名増員し、定数１０９名となる。 

昭 44. 4. 1    消防職員定数を改正、救急専従要員を３名増員し、定数１１２名となる。 

昭 45. 4. 1    消防職員定数を改正、南出張所開設要員を１４名増員し、定数１２６名となる。 

昭 45. 5. 1   伊丹市稲野町７丁目８５の１に南出張所を開設する。 

昭 46. 4. 1    消防職員定数を改正、救急専従要員、予防課要員及びはしご車要員を１５名

増員し、定数１４１名となる。 

昭 46.12. 1    伊丹・豊中・池田各市長と大阪国際空港長との間に「大阪国際空港及びその

周辺における消火救難活動に関する協定書」を、また「同協定に基づく覚書」

を３市の消防長と大阪国際空港長との間にそれぞれ締結する。 

昭 47. 4. 1    消防職員定数を改正、東西消防署設置に伴う警防要員を９名増員し、定数１

５０名となる。 

昭 47.12.17   伊丹市昆陽字一ツ樋９番地の２に消防本部、消防署、消防団本部併置の新庁

舎が竣工し、移転業務を開始する。旧庁舎は、東分署として暫定運用する。 

救急車を消防署に１台、東分署に１台配置替えして、２台運用の専任体制とな

る。 

昭 48. 1. 1  消防組織の機構改革により、１本部１消防署１分署３出張所を１本部２消防

署４出張所に改め、名称を次のとおりとする。 

消防署は東消防署と西消防署の２署に、西分署は降格し昆陽出張所に、東出

張所を神津出張所に、南出張所を稲野出張所に、北出張所を荒牧出張所にそ

れぞれ改称する。 

昭 48. 2. 1   住居表示変更に伴い、消防本部の所在地「伊丹市昆陽字一ツ樋９番地の２」

を「伊丹市昆陽１丁目１番地」に改める。 

昭 48. 4. 1  消防職員定数を改正、北伊丹出張所開設要員及び通信室等要員を２３名増員し、

定数１７３名となる。 

昭 49. 4. 1  消防職員定数を改正、警防課員等要員を５名増員し､定数１７８名となる。 

昭 49. 4.26  伊丹市北園１丁目１３番地に北伊丹出張所を開設する。 

昭 49. 6.26  地番整理に伴い、消防本部の所在地「伊丹市昆陽１丁目１番地」を「伊丹市

昆陽１丁目１番地の１」に改める。 

昭 50. 3.28  住居表示変更に伴い、東消防署の所在地「伊丹市西ノ町５１０番地の１」を「伊

丹市中央６丁目２番８号」に改める。 

昭 50. 4. 1  伊丹市消防本部の名称を「伊丹市消防局」に改める。 

昭 50. 4. 1  消防副士長制（昭和３８年６月１０日消防庁告示第４号）を採用し、５名の

副士長が誕生する。 

昭 52. 4. 1  消防本部の組織改正を行い、３課１０係を３課８係に改める。 

消防署の組織を係制から隊組織に改め、警防隊及び救急救助隊を置く。 

昭 52. 4. 1  消防職員定数を改正、行財政健全化に伴う職員定数の見直し（第１次）により、

５名減員し、定数１７３名となる。 

昭 53. 4. 1  消防職員定数を改正、行財政健全化に伴う職員定数の見直し（第２次）により、
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１名減員し、定数１７２名となる。 

昭 55. 4. 1  消防局の課に「主幹」「副主幹」及び「主査」を置く組織改正を行う。 

昭 57.10. 1  救助件数の増加に備え、西消防署の救助隊を専任とし、東西両消防署に専任

救助隊を設置する。 

昭 58. 4. 1  消防職員定数を改正、行財政健全化に伴う職員定数の見直し（第３次）により、

３名減員し、定数１６９名となる。 

昭 59. 3.16  伊丹市北本町２丁目１３３番地に東消防署を移転し、業務を開始する。 

昭 59. 4. 1  消防局に「参事」を置く組織改正を行う。 

昭 60. 4. 1    神津出張所を伊丹市森本２丁目１４２番地の１ヘ、昆陽出張所を伊丹市池尻

３丁目５５番地へ移転し、業務を開始する。これに伴い昆陽出張所の名称を

池尻出張所と改称する。 

昭 60.12.21  稲野出張所を伊丹市南野字小豆領９６９番地の４へ移転し、業務を開始する。

これに伴い稲野出張所の名称を南野出張所と改称する。 

昭 60.12.21  署所の移転配置に伴い、消防署の管轄区域並びに署及び出張所の担当区域を

変更する。 

昭 61.11. 1  消防局に消防音楽隊を設置し、隊長以下２２名で発足する。 

昭 62. 3.27  荒牧出張所の改築工事が終了し、仮庁舎（北野１丁目１３番地伊丹市共同利

用施設北センター）から移転し、業務を開始する。 

昭 62. 4. 1  従来、市環境部交通安全課で所掌していた防災業務の移管を受け、これに伴

い消防局の組織を改正し、「警防課」を「消防防災課」に、「消防第１係」を

「消防係」に、「消防第２係」を「防災係」に改称し、「防災係」で事務を開

始する。 

昭 62. 8.12  大阪府下、兵庫県下の１２市２組合消防の市長等との間に「大阪国際空港周

辺都市航空機災害消防相互応援協定」を、また「同協定に基づく覚書」を１

４消防長との間にそれぞれ締結する。 

昭 63. 4. 1  消防緊急情報システムが完成し、運用開始する。 

昭 63. 4. 1  従来、市下水道部総務課で所掌していた水防事務の移管を受け、消防局消防

防災課で業務を開始する。 

昭 63. 8. 1  大規模災害等に対処するため、兵庫県下３４市町等との間に「兵庫県広域消

防相互応援協定」を、また「同協定に基づく覚書」を締結する。 

平 元. 4. 1  「伊丹市行財政運営改善計画」に基づき、基幹サービスの見直しから北伊丹

出張所を廃止し、東消防署に統合する。これに伴い署及び出張所の担当区域

を変更する。荒牧出張所で救急業務を開始し、３台運用の専任体制となる。 

平  2.12.13    消防局に水難救助隊を設置し、６名の隊員編成で発足する。 

平  3. 6. 1  伊丹市の休日を定める条例（平成３年条例第１号）の制定により、第二・第

四土曜日を休日とする４週６休制を実施する。 

平  4. 3.16  救急車３台に自動車電話を配置し、救急業務の円滑化を図る。 

平  4. 1.13  火災予防等広報活動に運用するため、ダイハツ工業株式会社の協力により、

ミニ消防自動車（１１９ちゃん）を制作する。 

平  4. 4. 1  消防局の組織改正を行い、消防情報の統括管理を行うため「情報管理課」を
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新設し、従来の「通信隊」を「情報管理隊」に改称する。また総務課に「企

画教養係」、消防防災課に「救急救助係」を新たに設置する。この改正により

３課８係が４課１０係となる。 

平  4. 4. 1    尼崎市消防局との人事交流を実施し、副主幹級職員の相互派遣を行う。 

平  5. 1. 1    特殊勤務手当の支給に関する規則の一部が改正され、支給内容の見直しと支

給額が改正される。 

平  5. 3. 5    伊丹市消防発足４０周年を記念し、「防災講演＆消防のつどい」を伊丹アイフ

ォニックホールで開催する。 

平  5. 4. 1  消防職員定数条例を改正、警防要員等１２名増員し、定数１８１名となる。 

平  5. 4. 1  兵庫衛星通信ネットワークシステムを設置し、運用開始する。 

平  5. 5.14    伊丹市の救急救命士第１号が誕生する。 

平  5. 6. 1  伊丹市の休日を定める条例（平成５年条例第５号）の制定により、土曜日を

休日とする完全週休２日制を実施する。 

平  6. 1.13  西消防署に配置の救急車を「高規格」（１台目）に更新して、運用開始する。 

平   6. 1.19    救急救命士の特定行為に係る具体的指示を受ける医療機関と協定を結び、特

定行為実施体制を確立する。 

平  6. 4. 1  消防局の組織改正を行い、組織の業務を効率的に処理するためグループ制を

採用するとともに、消防署に、統括司令・警防司令・救急司令を置く。 

平  6. 9. 7  局地的集中豪雨襲来。災害救助法が適用される。 

平  6.12. 1    東消防署に配置の救急車を「高規格」（２台目）に更新して、運用開始する。 

平  7. 1.17  兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）が発生する。災害救助法が適用される。

（震源 淡路島北部 ﾏｸﾞﾆﾁｭ-ﾄﾞ 7.2） 

平  7. 3.11    計測震度計を消防局に設置（大阪管区気象台）し、運用開始する。 

平  7. 4. 1  水防事務を市下水道部に移管する。 

平   7. 9. 5  全国消防長会において、大規模災害等消防応援を確立するため「全国緊急消

防援助隊」が発足（平成７年６月３０日）したことにより、伊丹市消防局か

ら３隊（救急隊・救助隊・消火隊）を登録する。 

平   7.11. 6    住居表示変更に伴い、南野出張所の所在地「伊丹市南野字小豆領９６９番地

の４」を「伊丹市南鈴原２丁目１番地」に改める。 

平   8. 2.29  兵庫県南部地震で被害のあった消防局庁舎の外壁・内壁（亀裂）、給水施設等（破損）、

気象観測装置等の改修（復旧）工事が完了する。 

平  8. 3.31  消防音楽隊を解散する。 

平  8. 4. 1  防災業務を市企画部に移管する。この事務移管に伴い、消防局の組織を改正し、

「消防防災課」及び「情報管理課」を統合し、「警防課」に改称する。 

平  8. 9. 1    兵庫県消防防災航空隊の設立に伴い、航空隊員として職員１名を兵庫県に派

遣する。 

平  8. 9.24    兵庫県災害対応総合情報ネットワ－クシステムを設置し、運用開始する。 

平  8.10. 1    消防組織法の改正に伴い、消防局の内部組織として「伊丹市消防職員委員会」

を設置する。 

平  8.11.30    兵庫県災害ネットワ－ク広域医療システムを設置し、運用開始する。 
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平  9. 4. 1  伊丹市防災行政無線局の設置に伴い、統制局の遠隔制御装置等を消防局に設

置し、運用開始する。 

平   9. 4. 1    伊丹コミュニテイ放送局の開局に伴い、緊急放送用割込み装置を設置し、運

用開始する。 

平   9. 4. 1    消防職員任用規程を改正し、副主査・副隊長制度を導入する。 

平   9. 7. 1    「伊丹市消防吏員（消防士）募集要項」から性別条項を見直して、女性に門

戸を開ける。 

平  9.12.20    大規模災害に対応していくため、西消防署に配置の救助工作車を「Ⅲ型」に

更新して、運用開始する。 

平  10. 2.26    西消防署荒牧出張所に配置の救急車を「高規格」（３台目）に更新して、

運用開始する。 

高規格救急車３台稼働による運用体制をとる。 

平  10. 3.31    防災拠点施設の整備の一環として、局庁舎耐震補強工事を完了する。 

併せて、正面玄関・受付・身障者トイレ・女子トイレ・情報管理隊仮眠室等

を改築する。 

平  10. 4. 1    女性消防吏員２名を採用する。 

平  10. 4. 1    兵庫県下ブロック分割による携帯電話・自動車電話等からの１１９番受信を

開始する。 

平  10. 4. 2  「阪神高速道路における消防及び救急の業務に関する協定書」を阪神高速道

路公団と締結する。 

平 11. 3. 1  市役所地下１階に計測震度計が設置されたことにより、消防局設置の計測震

度計を撤去する。 

平 11. 4. 1    新消防緊急通信指令システムが完成し、運用開始する。 

平  11.10. 1    女性警防隊員、女性救急隊員各２名を西消防署に配属（交替制勤務）する。 

平 12. 4. 1  消防局の組織改正を行い、警防課に情報管理司令を置く。 

平 13. 3.15    伊丹市・宝塚・川西各市長及び猪名川町長との間に「伊丹市・宝塚市・川西市・

猪名川町消防相互応援協定書」を、また同協定書に基づく覚書を３市１町の

消防長との間にそれぞれ締結する。 

平 13. 4. 1  消防局の組織改正を行い、消防局に情報管理担当主幹、警防課に救急救助グ

ループを置く。 

消防吏員服制基準の改正に伴い、新基準服制を年次計画で導入する。 

平 13. 4. 1  消防局庁舎に非常電源として自家発電設備（ガスタービン発電機 250KVA）を

設置する。 

平 13. 8.31    消防業務の実務研修のため、伊丹市・宝塚市・川西市の消防長との間に「消

防業務の実務研修協定書」をそれぞれ締結する。 

平 13.10. 1   宝塚市・川西市両消防本部と消防業務の実務研修のため職員交流を実施し、

主任級職員の相互派遣を行う。 

平 14. 4. 1    消防職員定数条例を改正、救急要員を８名増員し、定数１８９名となる。 

平 14. 4. 1    消防局の組織改正を行い、警防課所掌事務のうち、情報管理隊に属する事務

等を分離し、新たに「情報管理課」を設置する。 
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平 14. 4. 1  消防局訓練場を荻野８丁目に移転する。 

平 14. 4. 1    緊急消防援助隊に消火隊１隊を追加登録する。 

平 14. 8. 6    伊丹市消防発足５０周年記念式典を伊丹アイフォニックホールにて開催する。 

平 14.10. 1  宝塚市・猪名川町両消防本部と消防業務の実務研修のため職員交流を実施し、

主任級職員の相互派遣を行う。 

平 15. 4. 1    消防局の組織改正を行い、東消防署に予防担当主幹及び救急司令を置く。 

平 15. 4. 1    南野救急隊要員８名を採用する。 

平 15. 4. 1  救急救命士法施行規則の改正により、包括的指示下での除細動を開始する。 

平 15.10. 1    川西市・猪名川町両消防本部と消防業務の実務研修のため、職員交流を実施

し、主任級職員の相互派遣を行う。 

平 15.10. 1  東消防署南野出張所に女性救急隊員２名を配属する。 

平 15.10.10  東消防署南野出張所を増築し、高規格救急車（４台目）を配置して、救急業

務を開始する。 

平 16. 3.24  東消防署に配置のはしご車を４０メートル級に更新し、運用を開始する。 

平 16. 4. 1    緊急消防援助隊に関する法令等の改正に伴い、消火隊２隊・救助隊１隊・救

急隊１隊・特殊装備隊１隊を新規登録する。 

平 16. 7. 1    救急救命士の処置範囲拡大に伴い、気管挿管認定救急救命士が乗務する。 

平 16. 7.18  福井豪雨災害に緊急消防援助隊（消火隊１隊・救急隊１隊）２隊９名を派遣す

る。 

平 16.10. 1    宝塚市・川西市両消防本部と消防業務の実務研修のため、職員交流を実施し、

主任級職員の相互派遣を行う。 

平 16.10.15    ＩＰ電話回線からの１１９番通報受付を開始する。 

平 16.10.21    兵庫県広域消防相互応援協定に基づき、台風２３号水害（豊岡市）へ応援隊

を派遣する。３台１４名（指揮車・救助工作車・貨物車ボート搬送） 

平 17. 4. 1    兵庫県消防防災航空隊に航空隊員として職員 1名（救急救命士）を派遣する。 

平 17. 4.25  兵庫県広域消防相互応援協定に基づき、尼崎市ＪＲ福知山線列車事故に応援

隊を派遣する。車輌（指揮車・救助工作車・救急車）合計８台２７名 

平 17.11.15    携帯電話からの１１９番通報を直接受信できる体制となり運用を開始する。 

平 18. 4. 1    救急救命士の処置範囲拡大に伴い、薬剤投与認定救急救命士が乗務する。 

平 18. 4. 1    消防職員定数条例を改正、警防要員を１１名増員し、定数２００名となる。 

平 18. 4. 1  緊急消防援助隊に消火隊２隊・救助隊１隊・救急隊１隊・特殊装備隊１隊・

後方支援隊１隊を更新登録する。 

平 18.12. 1  東消防署を増築し、女性消防吏員の施設整備を行う。 

平 19. 3.28  ミニ消防自動車（１１９ちゃん）を住友電気工業株式会社の協力により更新す

る。 

平 19. 4. 1  緊急消防援助隊に消火隊２隊・救助隊１隊・救急隊１隊・特殊装備隊１隊を

更新登録する。 

平 20. 4. 1  消防職員再任用制度を運用開始し、１３名を再任用する。 

平 20. 4. 1  緊急消防援助隊に消火隊２隊・救助隊１隊・救急隊１隊・特殊装備隊１隊・

後方支援隊１隊を更新登録する。 
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平 20. 9.22  尼崎市との消防指令事務共同運用に係る「尼崎市・伊丹市消防指令事務協議

会規約」が議決される。 

平 22. 3.29  消防多目的車を消防ポンプ自動車に更新整備し、消防力の整備指針に基づく

基準台数９台を充足する。 

平 22. 4. 1  緊急消防援助隊に消火隊２隊、救助隊１隊、救急隊２隊、特殊装備隊１隊、

後方支援隊１隊を更新登録する。 

平 23. 3.11   東日本大震災が発生。消防庁長官の指示により、緊急消防援助隊（消火隊８

隊、救助隊２隊、後方支援隊７隊）合計１７隊５５名を宮城県へ派遣する。 

平 23. 4. 1  日本赤十字社兵庫県支部（兵庫県災害医療センター）へ職員１名（救急救命 

士）を派遣する。 

 平 23. 4. 1  尼崎市・伊丹市消防指令センターを整備し、尼崎市と消防指令事務の共同運

用を開始する。 

平 23. 4. 1  「尼崎市・伊丹市消防相互応援協定」を尼崎市と締結する。 

平 23. 4. 1  緊急消防援助隊に消火隊２隊、救助隊１隊、救急隊２隊、特殊装備隊１隊、

後方支援隊１隊を更新登録する。 
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○ 消防局及び署所等の配置状況 
名 称 所  在  地 電話番号 構    造 竣工年月日 延面積(㎡)

消 防 局 昆陽１丁目１番地の１ 783-0123 代 ＲＣ造３階建 昭 47.11.10 2,304.90

本   署 北本町２丁目 133 番地 772-0119 代 ＲＣ造一部Ｓ造３階建 昭 59. 3.15 880.92

神津出張所 森本２丁目142番地の1 773-0119 ＲＣ造平屋建 昭 60. 3.30 207.88

東
消
防
署 南野出張所 南鈴原２丁目１番地 784-0119 ＲＣ造一部Ｓ造２階建 昭 60.12.21 307.92

本   署 消防局庁舎に併置 783-0124   

池尻出張所 池尻３丁目５５番地 778-0119 ＲＣ造平屋建 昭 60. 3.30 209.38

西
消
防
署 荒牧出張所 北野１丁目９番地 781-0119 ＲＣ造２階建 昭 62. 3.27 319.50

消防団本部 消防局庁舎に併置 783-0123 代    

 
尼崎市・伊丹市消防指令センター 尼崎市昭和通２－６－７５（尼崎市防災センター５階） 

 
管 轄 面 積 

〈注〉Ｈ23.4.1 現在 

 
本  署 

(4.65  )

東消防署 

13.53   

神津出張所

(5.03  )

 
南野出張所

(3.85  )

 
本  署 

(4.06  )

西消防署 

11.56   

池尻出張所

(3.90  )

 荒牧出張所

(3.60  )

計 25.09   

 
凡  例 

 消 防 局 
 消 防 署 
 消防出張所 
 消防団本部 
 管轄区境界線

 担当区域線 
 幹線道路 

 

Ｙ 
Ｙ 
Ｙ 

Ｙ 

川 西 市 

荒牧出張所 

池尻出張所 

南野出張所 

神津出張所 

消防局 
西消防署 
消防団本部

Ｎ 

東消防署 

宝 塚 市 

尼 崎 市 

池 田 市 

豊 

中 

市 

Ｙ

Ｙ

Ｙ

Ｙ

Ｙ

Ｙ Ｙ

Ｙ
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○ 消防相互応援協定等 
名      前 締結年月日 協  定  先 

豊中市・伊丹市消防相互応援協定 S４１.１２.１０ 伊  丹  市 
豊  中  市 

池田市・伊丹市消防相互応援協定 S４１.１２.１０ 伊  丹  市 
池  田  市 

大阪市・伊丹市消防相互応援協定 S４３. ３. ９ 伊  丹  市 
大  阪  市 

災害応急対策活動の相互応援に関する協定 H ９.１１. １ 

尼  崎  市 
西  宮  市 
芦  屋  市 
伊  丹  市 
宝  塚  市 
川  西  市 
三  田  市 
猪 名 川 町 

大阪国際空港及びその周辺における消火救難活動に関す
る協定 S４６.１２. １ 

大阪国際空港事務所 
伊  丹  市 
豊  中  市 
池  田  市 

中国縦貫自動車道茨木・宝塚インターチェンジ間におけ
る消防相互応援に関する協定 S５４. ６. ７ 

茨  木  市 
吹  田  市 
豊  中  市 
池  田  市 
川  西  市 
伊  丹  市 
宝  塚  市 

ガス漏れ事故等による災害防止対策に関する申し合せ S５６.１２.２２ 

伊丹市消防局 
兵庫県伊丹警察署 
大阪瓦斯（株）阪神支社 
関西電力（株）尼崎営業所 
関西電力（株）西宮営業所 

大阪国際空港周辺都市航空機災害消防相互応援協定 S６２. ８.１２ 

大  阪  市 
堺     市 
豊  中  市 
東 大 阪 市 
池  田  市 
吹  田  市    
八  尾  市 
松  原  市 
柏原羽曳野藤井寺消防組合 
尼  崎  市 
西  宮  市 
伊  丹  市 
宝  塚  市 
川  西  市 

中国自動車道のうち兵庫県の区域における消防相互応援
協定 H２３. ２.２３ 

川  西  市 
伊  丹  市 
宝  塚  市 
西  宮  市 
三  田  市 
神  戸  市 
三  木  市 
加  東  市 
加  西  市 
姫  路  市 
宍  粟  市 
佐  用  町 
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○ 消防相互応援協定等 
名      前 締結年月日 協  定  先 

兵庫県広域消防相互応援協定 H１９. ６.２９ 
兵庫県下の市町、消防の一部

事務組合及び消防を含む一部

事務組合 
阪神高速道路における消防及び救急等の業務に関する 
協定書 H１７.１０. １ 伊丹市消防局 

阪神高速道路株式会社 

伊丹市・宝塚市・川西市・猪名川町消防相互応援協定 H１３. ３.１５ 
伊  丹  市 
宝  塚  市 
川  西  市 
猪 名 川 町 

鉄道事故時の安全対策に関する覚書 H１５. ２.２８ 

全国消防長会近畿支部長 
西日本旅客鉄道株式会社 
近畿日本鉄道株式会社 
阪急電鉄株式会社 
京阪電気鉄道株式会社 
南海電気鉄道株式会社 
阪神電気鉄道株式会社 
山陽電機鉄道株式会社 
神戸電鉄株式会社 
大阪市消防局 

尼崎市・伊丹市消防相互応援協定 H２３. ４. １ 尼  崎  市 
伊  丹  市 
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消 防 情 勢 

 

 

 



救
　
急
　
隊

荒牧出張所

消防署の組織

本　署 神津出張所 南野出張所

西消防署

本　署 池尻出張所

救
　
助
　
隊

警　防　課 予　防　課

庶
　
務
　
係

予
　
防
　
係

警
　
防
　
隊

救
　
急
　
隊

危
 
険
 
物

Ｇ

警
　
防
　
隊

Ｇ

警
　
防
　
隊

Ｇ

指
　
　
　
導

Ｇ

警
　
防
　
隊

救
　
急
　
隊

救
　
助
　
隊

警
　
防
　
隊

※水難救助隊は本部に付置した組織（隊員はすべて併任）
※消防局組織の課はグループ制（Ｇ）を採用（情報管理課除く）
※消防指令センターは尼崎市防災センター内に設置（尼崎市・伊丹市共同運用）

東消防署

消防本部の組織

総
　
　
　
務

Ｇ

理
　
　
　
財

Ｇ

消防総務課

水
難
救
助
隊

庶
　
務
　
係

予
　
防
　
係

警
　
防
　
隊

救
　
急
　
隊

○　消防組織図

　平成２３年４月１日現在の消防組織は、１本部（４課）２署４出張所があり、署所の第１線

に二部制で警防隊６隊、救助隊２隊、救急隊４隊を配備し、市民の安全を確保しています。

消　　防　　局

警
　
　
　
防

救
急
・
救
助

尼
崎
市
・
伊
丹
市

消
防
指
令
セ
ン
タ
ー

情報管理課

（Ｈ23.4.1現在）

情
 

報
 

管
 

理
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救　助　隊

警　防　隊

救　急　隊

本　署

出　張　所

予　防　係

警　防　隊

救　急　隊

・文書管理　・服務　・教養　・庁舎維持管理　・安全衛生

・予防査察　・建築同意　・消防設備指導　・予防広報
・各種願届

・災害の警戒防ぎょ　・火災原因等調査　・地水利管理
・消防訓練　・自主防災組織等の指導　・地域の巡回

・救急業務　・救急法普及　・救急技術訓練　・統計等

・救助業務　・救助技術訓練　・活動機器材管理　・統計等

・災害の警戒防ぎょ ・火災原因等調査　・地水利管理
・消防訓練　・各種願届等　・自主防災組織等の指導
・地域の巡回

・救急業務　・救急法普及　・救急技術訓練　・統計等

消防総務課

・式典　・表彰　・秘書渉外　・人事
・基本施策の企画調整　　　　・例規改廃　・事務管理
・研修　・公務災害補償　　　・広報　　　・消防団

警　防　課

予　防　課

Ｇ
・危険物製造所等の許認可　・危険物査察
・危険物取扱者等の指導　・高圧ガス施設等の立入検査事務等

指　　導

・情報機器，通信施設の整備　・各種情報管理　・気象情報関係

危 険 物

 情 報 管 理

尼崎市・伊丹市
消防指令センター

・１１９番通報受信　・出動指令　・通信統制
・災害情報の収集伝達

消　防　署

庶　務　係

・給与等の支給　・厚生福利　・被服の貸与
・予算，決算の総括調整　・庁舎，備品管理　・共済

Ｇ
・補助申請等　・消防警備，災害防ぎょ対策　・消防地水利
・火災原因等調査　・自衛消防隊育成　・地域の巡回

情報管理課

警　　防

救急・救助

Ｇ

・消防統計　・災害等の情報処理　・情報推進関係

・建築同意　・消防設備指導　・火気使用設備指導　・予防査察
・予防広報　・防火防災管理　・予防統計
・自主防災組織等の育成指導

○　事務分掌

消　防　局

総　　務

理　　財

Ｇ
・救急救助　・機械器具整備保全，配置運用　・消防技術，技能
・消防相互応援　・消防訓練　・救急法普及

Ｇ

Ｇ
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Ｂ

Ａ

平成２１年度

当　　初

54,700,000

当　　初 62,230,000

58,500,000

当　　初

2.9

64,638,350

3.9

1,933,499

※各年度４月１日現在の推計人口で計算
※Ｈ23.4.1　推計人口  196,244 人　　世帯数  77,876 世帯

8,564

10,845平成１９年度

2,154,090

1,758,219

平成２２年度 1,676,869

平成２０年度

平成２１年度

○　一般会計予算と消防予算の割合

一般会計（Ａ）

（単位：千円）

区　　分

平成２０年度

決　　算

比率（－×１００）消防費（Ｂ）
（％）

決　　算

当　　初

当　　初 59,640,000

60,191,018

平成１９年度

58,900,000 2,341,157 4.0

59,868,972 2,353,154 3.9

2,095,006

2,249,805 3.7

2,269,437

1,907,741 3.5

１世帯当たり

※市民負担額（単位：円）

3.8

3.0決　　算

2,263,141

平成２３年度 1,689,856 8,611 21,699

21,680

28,181

○　消防予算に対する負担等

　　　　　　　種　別
年度別

11,084 28,555

9,010 22,991

1,825,381

１人当たり

平成２２年度

平成２３年度

消防予算
（常備消防費）
（単位:千円）
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60 3 631 9 16 4022 200 192

59 2 651 9 16 4423 200 196

200190180

(人)

51 1

145

19 200 188 1

2

34 5 18 45

3 6 19

60

49 6318 200 189 1

62 2 42 13 6 18 5317 189 188 1

64 2 37 13 6 18 5716 189 189 1

62 3 37 13 6 17 5815 189 188 1

60 2 30 13 6 17 6014 189 180 1

170160150

定

員

消
防
副
士
長

消

防

士

事

務

職

員

総　　　　数

消
 
防
 
局

実

員

消

防

正

監

局 長

次 長

消防総 務課

8

1

19

小 計

消

防

司

令

消
防
司
令
補

消

防

士

長

消

防

監

消

防

司

令

長

消

防

司

令

※情報管理課の下線は、尼崎市・伊丹市消防指令センター勤務

警 防 課

予 防 課

情報管 理課

実

員

消

防

正

監

消

防

監

消
防
司
令
長

11

50

事

務

職

員

196

1

1 9 16 44

消

防

副

士

長

消

防

士

消

防

司

令

補

消

防

士

長

59

10

652

1

1

1

1

1

(1) 1

5

1

(1) 2

24

1

1 3

1

12

3

3

1  6

26

※情報管理課の消防司令長（　）は次長事務取扱、司令（　）は警防課副主幹兼務

158 9

9

本 署

神 津 出 張 所

42

12

2 4 10 12

荒 牧 出 張 所

小 計

東

消

防

署

西

消

防

署

南野出 張所

小 計

本 署

池尻出 張所

20

74

40

12

20

72

14

2 4 1 5

5 5 10

2 4 17 21 1 29

2 4 6 13 15

4 4 4

85

4 15 23 1

（各年 4. 1現在)

（H23. 4. 1現在)

○　消防職員配置状況

○　消防職員数の推移状況

6 1

272

1 10 13

20 200

46 63 4 6121 200 198

200 1 4 6 5518 47 65 4

階級別

所属等

区分

年度
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60

(人)

(人)

10 20 30 40 50 60

20 30 40 50

8.7

比
 
率

10

100

9 6 240才以上～45才未満 17

消

防

士

長

消
防
副
士
長

消

防

士

事

務

職

員

消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

消
防
司
令
補

総　　数 196

実

員

消

防

正

監

1 9 16 44 59 2 65

20才未満 1 1 0.5

20才以上～25才未満 34 34 17.3

25才以上～30才未満 49 20 29 25.0

30才以上～35才未満 30 7 21 1 1 15.3

35才以上～40才未満 16 10 6 8.2

45才以上～50才未満 7 3 1 3 3.6

2 150才以上～55才未満 4 2.0

55才以上 38 1 5 4 17

1

46.8 24.635.1 45.5

10 1

56.0 53.0 47.5

実

員

消

防

正

監

消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

消
防
司
令
補

消

防

士

長

消
防
副
士
長

消

防

士

事

務

職

員

比
 
率

総　　数 196 1 9 16 44 59 2 65 100

5年未満 56 4 52 28.6

5年以上～10年未満 45 32 13 23.0

10年以上～15年未満 15 7 7 1 7.6

15年以上～20年未満 23 2 14 7 11.7

20年以上～25年未満 9 1 6 2 4.6

25年以上～30年未満 7 2 2 3 3.6

30年以上～35年未満 4 1 2 1 2.0

35年以上 37 1 5 4 17 9 1 18.9

26.5 2.8平 均 勤 続 15.2 37.0 33.4 27.4 26.5 13.6

○　消防職員階級別勤続年数

（H23. 4. 1現在)

（H23. 4. 1現在)

○　消防職員階級別年齢構成

19.4

平 均 年 齢 36.3

階級別

年　齢

階級別

年　数 (％)

(％)
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（基準日：H23．4．1）

※兼務予防要員6名を含めた場合　 予防要員 現有  14人　⇒　 20人　　充足率　91％
　　合計 現有 196人　⇒　202人　　充足率　79％

○消防力の整備指針と現有消防力の比較

小　　　計

合　　　計

警

防

要

員

予 防 要 員

そ の 他 庶 務 要 員

24 23 96

指 揮 車

特 殊 車 等

通 信 員

小 計

100

は し ご 自 動 車

化 学 自 動 車

救 急 自 動 車

救 助 工 作 車

82

256 196 77 ※

64 ※

23 23 100

22 14

45 37

　・基準人員　４人／台

　・乗替運用

　・乗替運用

　・基準人員　３人／台

　・基準人員　５人／台

　・基準人員　３人／台

・通信指令管制業務要員
（尼崎市・伊丹市消防指令セン
ター派遣）

10 100

211 159 75

10

12 67

1 1 100 － － －

2 2 18

40 89

2 2 100 30 24 80

5 4 80 45

－－ －

3 3 100 － － －

2 2 100

100 108 73 68

施
　
設

消防ポンプ自動車 9 9

　
備　　　考

署 所 数 6 6 100

人　　　　　員

　
基準
(C)

　
現有
(D)

　
充足率
(D/C)
％

施　　　　　設

　
現有
(B)

　
基準
(A)

　
充足率
(B/A)
％
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○ 消防車両配置状況

署 所 別

車 種 別 本署 神津 南野 本署 池尻 荒牧

計 29 5 7 2 3 7 2 3

普 通 ポ ン プ 車 6 1 1 1 1 1 1

水 槽 付 ポ ン プ 車 3 1 1 1

化 学 車 3 1 1 1

は し ご 車 2 1 1

救 急 車 5 1 1 2 1

救 助 工 作 車 2 1 1

指 揮 広 報 車 1 1

指 揮 車 3 1 1 1

広 報 車 1 1

査 察 車 2 2

資 機 材 搬 送 車 1 1

（H23. 4. 1現在）

計
（台）

消防局

東消防署 西消防署
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(cc) (ps)

指 揮 車神戸 830 め 119 トヨタGE－RZH183K H13 2,438 120

査 察 車 １ 号神戸 831 は 119 ニッサンDBA－QG10 H17 1,760 120

査 察 車 ２ 号神戸 500 さ 836 トヨタE－EL51 H10 1,330 85

資 機 材 搬 送 車神戸 830 た 2005 日野ADG－FD7JJWA H17 6,403 210

指 揮 広 報 車神戸 883 あ 2008 ダイハツEBD-S321V H 20 658 53

指 揮 車神戸 830 ら 119 トヨタGE－RZH112V H14 1,998 110

普 通 ポ ン プ 車神戸 800 せ 6602 ＣＤ－Ⅰ型 トヨタBDG－XZU334 H22 4,009 150

化 学 車神戸 830 せ 2008 化－Ⅱ型 日野BDGｰGX7JGWA改 H 19 6,400 220

は し ご 車神戸 831 て 119 ４０ｍ級 ニッサンディーゼルFJ-552LN H16 21,205 400

救 助 工 作 車神戸 831 ぬ 119 Ⅱ型 日野PB－GX７JGFA改 H16 6,400 400

救 急 車神戸 830 つ 2008 高規格車 トヨタCBF－TRH226S H20 2,693 151

広 報 車神戸 88 ひ 5120 トヨタR－ET196V H 9 1,496 97

普 通 ポ ン プ 車神戸 830 す 2008 ＣＤ－Ⅰ型 日野BDGｰXZU334M H 19 4,000 150

化 学 車神戸 830 さ 2006 化－Ⅱ型 日野ADG－GD7JGWA改 H17 6,400 220

普 通 ポ ン プ 車神戸 830 ま 119 ＣＤ－Ⅰ型 日野KK－XZU371M H13 4,890 140

水槽付ポンプ車神戸 800 さ 4254 水ⅠＡ型 日野KK－FD1JEDA改 H11 7,960 220

救 急 車神戸 831 す 119 高規格車 トヨタTC－VCH38S H15 3,375 180

指 揮 車神戸 800 さ 4086 ニッサンGE－VPGE24 H11 1,998 120

普 通 ポ ン プ 車神戸 830 み 119 ＣＤ－Ⅰ型 日野KK－XZU371M H13 4,890 140

水槽付ポンプ車神戸 800 は 2112 水ⅠＡ型 日野BDG－GD7JGWA改 H22 6,400 220

は し ご 車神戸 88 や 5634 ３５ｍ級 三菱U－FU416N改 H 4 8,620 295

救 急 車神戸 800 せ 6666 高規格車 トヨタCBF－TRH226S H22 2.693 155

救急車（非常用）神戸 830 む 119 高規格車 トヨタGE－VCH38S H13 3,378 180

救 助 工 作 車神戸 832 に 119 Ⅲ型 日野BDG-GX7JGWA改 H22 6,403 220

普 通 ポ ン プ 車神戸 800 さ 4267 ＣＤ-Ⅰ型 日野KK－XZU331M H11 4,899 140

水槽付ポンプ車神戸 88 た 723 水ⅠＡ型 三菱KC－FK618EW H 9 8,200 195

普 通 ポ ン プ 車神戸 830 の 119 ＣＤ－Ⅰ型 日野KK－XZU331M H12 4,899 140

化 学 車神戸 830 せ 2006 化－Ⅱ型 日野ADG－GD7JGWA改 H18 6,400 220

救 急 車神戸 831 の 119 高規格車 トヨタTC－VCH38S H17 3,370 180

○ 消防車両性能現況

総
排
気
量

神
　
津

型　　　　式

年
　
　
式

消
　
防
　
局

登　録　番　号 規　格　別車　両　名所　属

西
　
　
　
消
　
　
　
防
　
　
　
署

本
　
　
署

池
 
尻

荒
　
牧

南
　
野

東
　
　
　
消
　
　
　
防
　
　
　
署

本
　
　
　
署

         　　 シ　　　ャ　　　シ　　　ー

出
　
　
力
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液
　
　
状

粉
　
　
末

(kg) （ｍ）（ｍ）（ｍ）（ｍ） ( /min) ( ) ( ) (kg)

3,215 4.99 1.69 2.44 2.89 5.2 有

1,435 4.49 1.69 1.60 2.45 5.0 〃

1,215 4.13 1.66 1.37 2.38 4.3 無

7,975 7.50 2.38 2.60 4.25 6.4 有

1,340 3.39 1.47 1.92 2.45 4.2 〃

3,130 4.69 1.69 2.18 2.59 5.2 〃

4,535 5.70 1.80 2.60 2.80 5.7 A－２ ２段バランスタービン 2.25 〃

10,200 7.10 2.25 3.05 3.75 6.4 A－２ ２段バランスタービン 2.50 1,300 500 〃

19,630 11.30 2.50 3.79 5.93 5.4 〃

10,110 7.40 2.30 3.25 3.75 6.4 〃

3,275 5.64 1.89 2.54 3.11 6.1 〃

1,730 4.61 1.69 1.72 2.56 5.9 〃

4,545 5.85 1.88 2.48 2.80 6.1 A－２ ２段バランスタービン 2.14 〃

9,310 7.10 2.35 3.00 3.46 6.4 A－２ ２段バランスタービン 2.56 1,300 500 〃

4,875 5.78 1.88 2.80 2.80 5.9 A－２ ２段バランスタービン 2.14 〃

7,580 6.72 2.21 2.68 3.28 5.3 A－２ ２段バランスタービン 2.52 1,500 〃

3,055 5.66 1.80 2.52 3.66 5.9 〃

2,995 4.69 1.69 2.16 2.37 5.4 〃

4,875 5.78 1.88 2.80 2.80 5.9 A－２ ２段バランスタービン 2.14 〃

8,500 7.05 2.35 2.86 3.75 5.8 A－２ ２段バランスタービン 2.31 1,500 〃

16,031 9.57 2.49 3.50 5.65 8.0 A－２ ２段バランスタービン 2.52 〃

3,275 5.62 1.89 2.49 3.11 6.1 〃

3,035 5.61 1.80 2.51 3.66 5.9 〃

10,990 7.60 2.33 3.28 3.75 6.4 〃

4,425 5.80 1.90 2.68 2.80 5.7 A－２ ２段バランスタービン 2.14 〃

7,875 6.67 2.23 2.72 3.31 5.6 A－２ ２段バランスタービン 2.45 1,500 〃

4,555 5.78 1.95 2.67 2.80 5.7 A－２ ２段バランスタービン 2.14 〃

9,240 7.10 2.30 3.00 3.75 6.4 A－２ ２段バランスタービン 2.91 1,300 500 〃

3,015 5.63 1.80 2.52 3.67 5.9 〃

軸
　
　
距

(H23．4．1現在)

全
　
　
高

総
 
重
 
量

全
 
 
長

全
　
　
巾

薬　　　槽
性
　
　
能

水
　
　
槽

備　　　考

車
線
無
線
機

型
　
　
式

最
小
回
転
半
径

級
　
　
別

　ポ　　　　　　　ン　　　　　　プ
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局 東署 神津 南野 西署 荒牧 池尻

低発泡 ４００型 11 2 1 2 3 2 1

高発泡 東消式

15 4 1 3 3 2 2

1 1 クロスファイヤー

3 1 1 1 ダイナージェットYD１１５

11 2 1 3 3 1 1 東消式フォグガン

2 2

4 3 1 ラビット

39 1 10 2 7 12 2 5

1 1 ２トン角型

2 2 ウォーターカーテン

18 8 4 3 3

2 1 1 ２．９トン車載

2 1 1 ５トン車載

2 1 1 L３５

2 1 1 M６３・レスキューマックス♯412

3 1 2 バスケットストレッチャー含む

2 1 1 ０Z

2 1 1 アジャックスM７１１

2 1 1 タイガー１１０８９MJ

8 1 2 1 1 1 1 1

2 1 1

2 1 1 PH４０F

1 1 コブラコンビ

2 1 1 ルーカスカッター・スプレッダー

4 2 2

1 1 ピアポイントレスキュースコープ

2 1 1 スワットカムプロアイ310システム

2 1 1 エボリューション5800他

2 1 1 デルサーLD３他

1 1 MUB－5000

60 16 7 6 20 6 5

2 2 川崎１０型

5 5 パラートC

2 1 1 V型マイティーバック

28 8 20

2 1 1 船外機付ゴムボート(局)

6 2 4 チルホールT１６・T３５

3 1 2 ストップシュート・スローダン

2 1 1 YR１００・TMD３００

2 1 1 GMサーベイメーター・TGS146B

2 1 1 ロールグリスR３００ST

1 1 ユニバーサルエアライン

1 1 ハンディーブレーカー

1 1

1 1 ドレーゲル

2 1 1

1 1 マルヤマ

名　　　　称区分 数量
配　　置　　先

可 搬 式 ポ ン プ

防 水 シ ー ト

発
泡
器 泡ノズル

放 水 銃

多 管 ノ ズ ル

ウ イ ン チ

救 助 幕

救 命 索 発 射 銃

消
火
用
機
器
・
装
備
組 立 式 水 の う

水 幕 発 生 管

耐 熱 服

ク レ ー ン

水 損 防 止 ノ ズ ル

ロ ー タ リ ー ノ ズ ル

救 助 用 担 架

ガ ス 溶 断 機

エ ア ー カ ッ タ ー

エ ア ー ソ ー

チ ェ ー ン ソ ー

サバイバースリング

電 動 ハ ン マ ー

削 岩 機

油 圧 式 救 助 用 器 具

エ ン ジ ン カ ッ タ ー

画 像 探 査 機 Ⅰ 型

画 像 探 査 機 Ⅱ 型

熱 画 像 直 視 装 置

地 中 音 響 探 知 機

暗 視 ス コ ー プ

空 気 呼 吸 器

酸 素 呼 吸 器

簡 易 呼 吸 器

マット型空気ジャッキ

潜 水 器 具 一 式

コンクリート破壊器具

救 命 ボ ー ト

可 搬 式 ウ イ ン チ

緩 降 機

張 力 計

○ 消防用機械・器具保有状況

除 染 シ ャ ワ ー

救
　
　
助
　
　
用
　
　
機
　
　
器
　
　
・
　
　
装
　
　
備

備　　　　　考

水 中 ス ク ー タ ー

有 毒 ガ ス 検 知 管

中 和 剤 散 布 器

放 射 線 測 定 器

マンホール救助器具

エアーラインマスク
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（H23．4．1現在）

局 東署 神津 南野 西署 荒牧 池尻

1 1 ハベガーウィンチ

1 1 FRE９Lライト

1 1 ゴージャックGT２５００

1 1 ターゲット

6 4 2 NUK-6000

2 1 1 ケミデックス

18 8 10 PS-2100・タイケムF

2 2 TS410

2 1 1

2 1 1 PFE－２８２Y他

1 1

4 1 1 1 1 二相式除細動

3 1 2

4 1 1 1 1

5 1 1 2 1

11 3 2 4 2

10 2 2 4 2 アネロイド型

5 1 1 1 1 1 BP－３０６

5 1 1 2 1

5 1 1 2 1

38 12 10 16 レサシアン他

11 2 3 4 2

8 2 1 3 2 携帯型含む

6 2 1 2 1

5 1 1 2 1 デマンドバルブ

15 2 4 2 5 2 ｽｸｰﾌﾟｽﾄﾚｯﾁｬｰ･ﾛﾝｸﾞﾊﾞｯｸﾎﾞｰﾄﾞ

41 10 7 16 8

5 1 1 2 1

5 1 1 2 1

5 1 1 2 1 パワーミニック

5 1 1 2 1

12 3 2 1 3 2 1

1 1 XP－３０２M

9 5 4

2 1 1 ガス用

2 1 1 移動式

5 1 1 1 1 1

18 1 4 2 2 5 2 2

1 1 ASAHI１６５mm

1 1 NAGANO

3 1 2

17 3 3 8 3 DR７３U　３M

1 1 ミニミストMK３

47 1 16 3 2 18 4 3 ポーターライト

376 91 48 45 82 56 54

136 31 21 14 27 23 20

20 10 4 2 4

532 132 73 59 109 81 78

Ａ Ｅ Ｄ

区分 名　　　　称 数量

防 毒 衣

救 助 工 具

送 排 風 機

エ ア ー テ ン ト

救
　
急
　
用
　
機
　
器
　
・
　
装
　
備

半 自 動 式 除 細 動 器

配　　置　　先
備　　　　　考

救
助
用
機
器
・
装
置

救 助 用 簡 易 起 重 機

地 震 警 報 器

車 両 移 動 器 具

光 学 距 離 測 定 器

放 射 線 防 護 服

有 毒 ガ ス 測 定 器

化 学 防 護 服

自動式心マッサージ器

輸 液 ポ ン プ

聴 診 器

血 圧 計

患 者 監 視 装 置

心 電 図 モ ニ タ ー

喉 頭 鏡

救 急 法 訓 練 人 形

マ ギ ー ル 鉗 子

パルスオキシメーター

シ ョ ッ ク パ ン ツ

人 工 蘇 生 器

救 急 用 特 殊 担 架

酸 素 ボ ン ベ

オ ゾ ン 殺 菌 装 置

紫 外 線 殺 菌 灯

吸 引 器

減 圧 式 固 定 ギ ブ ス

そ
の
他
の
機
器
・
装
備

可 燃 性 ガ ス 測 定 器

酸 素 濃 度 測 定 器

感 電 防 止 衣

緊 急 防 災 工 具

空 気 充 填 設 備

充 電 機

発 電 機

流 量 計

真 空 計

三 連 梯 子

防 毒 マ ス ク

発 煙 器

携 帯 用 投 光 器

消
防
ホ
ー

ス

 　φ６５

 　φ５０

 　φ４０

計
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3/17

総
務
関
係
研
修

資
格
取
得
研
修

救
急
救
助
関
係
研
修

小 型 移 動 式 ク レ ー ン 運 転 技 能
資 格 取 得 講 習

潜 水 士 免 許 取 得

２ 級 小 型 船 舶 免 許
取 得 講 習
酸素欠乏・硫化水素危険業務主任者
資 格 取 得 講 習

救 急 特 別 研 修 会

兵庫県下消防長会救助技術研究会

H23. 3/17

惨  事  ス  ト  レ  ス  研  修 1 H22. 7/15 ～ 7/16

9/1 ～

全 国 消 防 協 会 兵 庫 県 支 部
消 防 実 務 講 習 会

兵 庫 県 下 消 防 長 会
火 災 調 査 研 究 会

阪 神 地 区 消 防 長 会
実 務 講 習 会

航 空 機 連 携 講 習 会

危 険 物 等 防 災 研 修 会

危険物事故防止対策等セミナー

屋外タンク実務担当者講 習会

玉 掛 け 技 能 講 習

救 急 救 命 士 生 涯 研 修

人 事 評 価 制 度 研 修

接 遇 研 修

近 畿 救 急 医 学 研 究 会

阪 神 地 区 救 急 医 療 研 究 会

救 急 救 命 士 就 業 前 研 修

11/11 ～

幹　部　教　育 中 級 幹 部 科 2 H22.

H22.警　　防　　科専　科　教　育

（H22. 4. 1～H23. 3.31）

～H22.

～ 12/10H22. 11/29

期　　　　間

H22. 6/8 ～ 7/23

1/25 ～

11/2

H23.

3/18H23.

1/6 ～ 1/20

10/5

H22. 4/5 ～ 9/30

人員

1

12

11

○ 消防職員教養状況

科　　　　　目学校等委託研修先

初 任 教 育

消 防 大 学 校

兵 庫 県
消 防 学 校

専　科　教　育

専　科　教　育

救　　急　　科

幹 部 科

特 殊 災 害 科

2

専　科　教　育

2

2

1

専　科　教　育 救　　助　　科

火 災 調 査 科

11/25

H23. 3/15 ～

11/9 ～ 11/17

5/18 6/30

H22.

そ　の　他　研　修　名　等

2 H22. ～救  急  救  命  士  追  加  講  習

6

予
防
関
係
研
修

1

救  急  救  命  士  養  成  課  程

山　岳　救　助　技　術　研　修

1

全 国 消 防 長 会 近 畿 支 部
企 業 防 災 対 策 指 導 研 修 会

全 国 消 防 長 会 近 畿 支 部
違 反 是 正 事 例 発 表 会

全 国 消 防 長 会 近 畿 支 部
予 防 関 係 研 修 会

兵 庫 県 下 消 防 長 会
違 反 是 正 事 例 研 究 会

18

20

45

18

4

1

安 全 運 転 管 理 者 講 習

全 国 消 防 長 会 近 畿 支 部
総 務 関 係 研 修 会

全 国 消 防 長 会 東 近 畿 ･ 近 畿 支 部
消 防 長 研 修 会

新 任 副 主 幹 研 修

新 任 主 査 研 修

メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修 会
(メンタルセルフセルフケア研修)

地 方 行 政 課 題 研 究 会

3

1

8

3

3

2

新 規 再 任 用 研 修

新 規 採 用 職 員 研 修

人 権 研 修

2

29

21

2

4

14

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

254

9

調 査 技 術 会 議

火 災 調 査 特 別 研 修 会

核 燃 料 輸 送 講 習

警
防
関
係
研
修

受講人員

2

1

4
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○　消防職員特殊技能資格取得状況

救

急

隊

員

資

格

1

消防設備士

18

4 2 1

4 8 25

1 2 1

25 4 8 10 3

乙 種 (6 類 )

丙　　　　種

3 1

1 1

危険物取扱者

3

1 1

1

11 1

45

1 1

12 40 56 21 8164

2消 防 設 備 点 検 資 格 者

防 火 対 象 物 点 検 資 格 者

第 １ 種 衛 生 管 理 者

安 全 衛 生 推 進 者

防 火 管 理 者 ( 甲 種 )

救 助 隊 員 資 格

救 急 応 急 手 当 指 導 員

潜 水 士

防 火 査 察

2

22 1 5

1 1

6 10

2

2

35 1 1 6 10 13

2

5 1 1 3

1

52 1 5 9 19 16

1 2

30 1 6 11 10 1

2

53 5 10 18 17

2 33

16 2 4 3 5

6

144 1 7 16 39 46

2 36

40 2 7 11 14

159 1 9 16 44 51

6 2 2 2

2

11 1 3 4 3

36

第 ２ 級 陸 上 特 殊 無 線 技 士

3 3 614

２ 級 小 型 船 舶 操 縦 士

小 型 移 動 式 ク レ ー ン 技 能

消 防 設 備 等

危 険 物

予　防　技　術
資　　格

ガ ス 溶 接 技 能

玉 掛 技 能

足 場 組 立 作 業 主 任 者

酸 素 欠 乏 危 険 作 業 主 任 者

1 3 6 12 12 1 1

8 2 1 4 1

48

32 1 8 15 7 1

(6)

93 5 39 1

(1)

(26) (3) (9) (8)

(3) (5) (2)(11)

9 6

Ⅱ 課 程

Ⅰ 課 程

（ 気 管 挿 管 認 定 ）

（ 薬 剤 投 与 認 定 ）

救急科(標準課程含む)

救 急 救 命 士 44 1 6 7 15

2

2

14

57

37

42

51

53

7

9

15

16

1

1

　大 型 自 動 車 免 許　（１ 種）

　普 通 自 動 車 免 許　（１ 種）

127

180

消
防
副
士
長

消

防

士

事

務

職

員

（H23. 4. 1現在）

消
防
司
令
補

消

防

士

長

計

消

防

正

監

消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

1

3

1

19

乙 種 (7 類 )

甲 種 (1 類 )

甲　　　　種

1

甲 種 (4 類 )

乙 種 (4 類 )

乙 種 (5 類 )

乙 種 (6 類 )

3

3

1

8

1 1 1

2 2 6

1 1

1

1

3

4

乙 種 (4 類 )

乙 種 (5 類 )

乙 種 (1 類 )

乙 種 (2 類 )

乙 種 (3 類 )

55

4

1 1

2

1 1

1

階 級 別

資 格 種 別
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○　消防水利の現況
（H23. 4. 1現在）

※　（　）内は、耐震性貯水槽の数

○　消火薬剤現有状況
（H23. 4. 1現在）

高低兼用泡

（耐アルコール用）

771 330

指　定　水　利

そ
の
他

90 48 75

140 1,177

油吸着剤（枚） 3,130 1244 399 399 446 1,886

857

785

72 70 213油処理剤（ ） 395 182 40

140 60 852

計　（ ） 4,633 2,459 1,552 790 117 2,174

220

水 成 膜 泡 3,061 2,009 1302 590 117 1,052

50

水溶性液体用泡
300 80 80 220

227 80 275

低 発 泡 70 20 20 50

150

20

582

20

250

界
面
活
性
剤

高 発 泡 20

732 150

本　署 池　尻 荒　牧

た ん 白 泡 450 200 200 250

(196) (47)

合　計
東　　消　　防　　署 西　　消　　防　　署

小　計 本　署 神　津 南　野 小　計

合　　計 3,540 26
(11)

西

消

防

署

本 署 583 8

(29) (3)

小 計 1,827 23
35 1 196 26
(6)

(1)

荒 牧 648 5
(3)

池 尻 596 10
14 82 13

7

(2) (26) (6)

11

(3) (2)

小 計 1,713 3
48 63
(28) (35)

南 野 819 3
6

(24)

神 津 237
(1) (6)

17

33 40 54

80 
未満

60 
未満

40 
未満

東

消

防

署

本 署 657
28 128

60 
以上

40 
以上

20 
以上

〜 〜 〜

消　火　栓 公　設　防　火　水　槽

防
　
火
　
水
　
槽

60 
以上

40 
以上

20 
以上

〜 〜 〜

防　火　水　槽

公
　
　
　
設

私
　
　
　
設

小
　
　
　
計

80 
以上

小
　
　
　
計80 

未満
60 
未満

40 
未満

80 
以上

159 32 2 2 1

(79) (4) (2) (1) (1) (75) (24) (27)

57 19 1 4 14 38 9 12

(17) (9) (1) (4) (4) (8) (1)

76 35 1 13 20 1 42 24 1

(26) (13) (13) (14) (8) (1)
292 86 4 19 62 1 208 95 2

(122) (26) (3) (18) (5) (97) (33) (1)

60 12 3 9 48 22 18 1

(31) (5) (3) (15) (5)

106 26 7 5 29 38 2

(54) (10) (4) (5) (44) (10) (19) (15)

94 28 9 6 12 1 66 6 33 27

(44) (15) (7) (5) (20) (6)

260 66 16 14 84 83 1 2

(129) (30) (11) (13) (99) (19) (54) (26)

552 152 20 33 97 2 404 74 147 178 1 4

(251) (56) (14) (31) (89) (59) (1)

　区　分

所　属

　区　分

　種　類
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　また、「１１９番」の着信種別では、固定電話が、６，１７７件で４１．４％、携帯電話

が５，２０３件で３４．９％、ⅠＰ電話が３，５２８件で２３．７％となっています。

　これらの通報の中には、災害や病院等の問い合わせ、いたずら及び消防に関する相談など

810 6

＜１１９番等受信状況＞

の誤った使用も多く見られ、緊急時には支障となり、正しい利用が望まれます。

火 災 通 報 3

　通信指令業務は、火災、救急、救助及びその他の災害発生による１１９番の受信、消防隊

等への出動指令、出動部隊との無線交信による災害状況等の把握及び出動部隊への防ぎょ活

　平成２２年中の「１１９番」による火災、救急、救助及びその他災害等の受信状況は、１

４，９０８件を数え、一日平均４１件となっています。

44

205

125

16

270

1

16,078

16,078

2,774

2,258

666

525

8,800302

5

7

5,203

1,109

877

2,469

14

600

10

665

4 30

755

3841302 241

1

185 48

1

16

738

617

17

6

2,005

3

175643

5

3,427

41514,908

○　通信・指令の概要

動上必要な支援情報の伝達、関係機関等との連絡等消防通信全般を統括しています。

航 空 機 事 故

○　１１９番等の受信状況

そ の 他 災 害

救 助 通 報

17

救 急 通 報

い た ず ら

病 院 案 内

訓 練 通 報

59

自 然 災 害

6,177 3,528 379415

381,085 541

56

合 計

試 験 通 信

そ の 他

小 計

517

391

139

119

681 52

　　　 着信種別

　項　目

１１９専用電話 他市
から
転送

319

23

4320

1

4

1 4 3

7 12

駆　け
付　け

自　己
覚　知

33 8

他市
へ
転送

45

（H22.1.1～H22.12.31）

※他市への転送については１１９専用電話の携帯に含まれるため、項目別受信数及び合計には計上しない

1

その他
項目別
受信数

固　定 携　帯 Ｉ　Ｐ

加　入
電　話

警　察
電　話
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○　消防指令管制システムの概要

○　１１９番通報受付から活動終了までの流れ

１　通報受付 ６　出動指令

２　災害地点決定 ７　車両管理  

３ 予告指令 ８　支援情報 

４　災害種別決定  ９　事案終了

５　出動車両編成 10　災害報告 

　本システムは、社会環境の変化に即応した消防及び救急・救助体制の充実強化を図るた

め、尼崎市・伊丹市消防指令センターに、情報化社会の最先端技術を駆使したコンピュー

タ制御によるシステムとして導入したもので、携帯電話やＩＰ電話による１１９番通報の

受信・処理等のほか、音声による１１９番通報が困難な方を対象に、ＷＥＢ機能を使った

１１９番通報やＦＡＸでの通報も行えます。

　災害通報から現場到着までの多くの情報をより早く、より確実に処理し、出動までの時

間短縮が図られ、災害時にその威力を発揮します。

災害活動終了後、各署所設置の支援情報管理
端末装置から災害事案情報をもとに、火災即
報や各種災害報告書を作成します。

災害地点、災害種別、災害規模が決定されると
コンピュータの車両情報より災害現場に近い順
に最適な車両を自動的に編成することができま
す。

水利、病院、危険物、住民、災害時要援護者
情報などを必要に応じて表示して災害の活動
に活用します。
また、携帯送受信装置や現場映像伝送装置で
映像、図面、写真などを送受信します。

１１９番通報を受けている間に出動隊は出動準
備を整えます。

通報者からの聞き取りにより、詳細な災害種別
（火災であれば一般建物、中高層建物、危険物
施設など、救急であれば急病、交通事故、ケガ
など）を決定します。

コンピュータ処理を終了させ、次の１１９番
通報に備えます。
また、活動事案の情報は保存され統計及び各
種災害報告に活用されます。

１１９番通報の受信と同時にコンピュータによ
る処理が開始されます。
このとき指令台には、通報地点及び付近地図が
表示されます。

出動する署所では音声合成装置による出動指
令とともに出動指令書が印刷されます。
また、出動車両の端末装置には災害地点及び
付近地図が表示されます。

位置情報通知システムにより、通報場所の住所
と付近地図が表示されます。
また、通報内容により地図画面から災害地点を
決定することもできます。

刻々と変化する車両動態や車両位置の情報を
一元管理し、通信指令室の地図画面や車両運
用表示盤に表示します。
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○　消防指令管制システム系統図

（消防車両）
陸上移動局 携帯情報

消防波 送受信装置

（救急車）
陸上移動局 防災相互波

救急波

兵庫県広域災害
・ 救 急 医 療
情 報 シ ス テ ム

兵庫県災害対応
総合情報ﾈｯﾄﾜ ｰｸ

総 務 省
火災・救急・救助
報告ｵﾝ ﾗ ｲ ﾝ ｼ ｽ ﾃ ﾑ

火災、救急等災害通報

消防指令管制システム

兵 庫 衛 星 通 信
ネ ッ ト ワ ー ク

阪神高速道路公団

尼崎市・伊丹市消防指令センター

消 防 災 害 情 報
問 い 合 わ せ 電 話
７７２－１１９１

兵 庫 県 ・ 各 市 町
各 消 防 本 部

位置情報通知
シ ス テ ム

WEB119緊急通報装置

大 阪 国 際 空 港
航空保安防災課

公 共 機 関
電 気 ・ ガ ス
水 道 ・ 交 通

警 察

出 張 所

市 関 係 部 局

（無線ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ回線）

車両動態位置管理装置

一
一
九
番
回
線

Ｉ
Ｐ
電
話
回
線

携
帯
電
話
直
接
受
信
回
線

携
帯
電
話
転
送
回
線
・
隣
接
各
消
防
本
部

一
一
九
番
衛
星
通
信
回
線

指
令
端
末

無線受令機

消 防 署
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○　兵庫県災害対応総合情報ネットワークシステムの概要

○　兵庫県災害対応総合情報ネットワークシステム構成図

電子メール

　初動体制の確保、関係機関等との連携強化及び情報の共有化等により、迅速な支援対

策が図られ、広域災害、大規模災害時にその威力を発揮します。

　本システムは、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、兵庫県が県下各市町・消防本部及

び、防災関係機関等からの情報収集とその解析により、迅速・的確な応急対応を実現す

るとともに、各市町災害対策本部や公共施設等との情報交換を円滑化し、緊急援助活動

等を支援するため、導入された広域的なシステムです。

外部観測機関

・ﾎ ﾞ ﾗ ﾝ ﾃ ｨ ｱ情報

被

害

状

況

デ

ー

タ

地 震 観 測 所

・被害予測情報

・ 地 震 情 報

・ 気 象 情 報

・ 河 川 情 報

・ 災 害 情 報

・ 生 活 情 報

各 市 ・ 町

各 消 防 本 部

その他の関係機関

情

報

収

集

及

び

情

報

処

理

シ

ス

テ

ム

兵　庫　県

消 防 指 令
管 制 シ ス テ ム

伊 丹 市
危 機 管 理 室

土 木 事 務 所

・ 映 像 情 報

・危機管理情報

伊 丹 市 消 防 局

気 象 庁

河川情報センター

兵 庫 県 警 察

県 ・ 市　民

公衆回線

ﾊﾟｿｺﾝ通信

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

・救急医療情報
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〇　有線施設の現況

本 署神 津南 野本 署池 尻荒 牧

87 51 11 4 6 5 4 6

12 12

6 1 1 1 1 1 1

4 4

1 1

1 1

1 1

24 12 4 2 2 2 2

4 4

一般加入用 12 5 3 1 1 1 1

順次指令用 1 1

自動案内用 2 2

指令台専用 2 2

発 信 専 用 1 1

ＦＡＸ専用 6 2 1 1 1 1

医 療 情 報 1 1

防 災 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 1 1

8 1 2 1 3 1

〇　無線局の現況

本 署神 津南 野本 署池 尻荒 牧

75 17 16 4 6 16 4 6 6

1 1

2 2

1 1

車 載 型 29 4 6 2 2 5 2 2 6

可 搬 型 2 1 1

携 帯 型 31 9 7 2 2 7 2 2

車 載 型 5 1 1 2 1

携 帯 型 4 1 1 1 1

消防局
東 消 防 署

携 帯 電 話

区　　　　　分 総 数

※119番受付回線の内4回線は、携帯電話の受付用

救 急 波 系

移 動 局

計

基 地 局

兵 庫 衛 星 通 信 ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ

消 防 波 系

固 定 局

阪 神 高 速 ﾄ ﾝ ﾈ ﾙ 専 用 回 線

市 役 所 回 線

Ｉ Ｐ 電 話 回 線

加 入 電 話 回 線 等

区　　　　　分

携 帯 電 話 転 送 回 線

警 察 専 用 回 線

空 港 専 用 回 線

計

１ １ ９ 番 受 付 回 線

指 令 回 線

総 数消防局
東 消 防 署

（H23.4.1現在）

消防団

西 消 防 署

西 消 防 署

（H23.4.1現在）
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〇　消防無線呼出名称等一覧

波　系 空中線

区　分 電　 力 1 2 3 4 5 6 7 8

いたみしょうぼう 消防局（情報管理課） 消･防・救 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

消防局（情報管理課） 消 10W ○

センター（情報管理課） 消 1W ○

いたみ　　　　　　 1 消防局（指揮車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみ　　　　　　 2 消防局（指揮広報車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみ　　　　　　 7 消防局（広報車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみ　　　　　 8 消防局（資材搬送車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみ　　 9 消防局（非常救急車） 消･防・救 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　 1 東　署（指揮車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　 3 東　署（普通車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　 4 東　署（化学車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　 5 東　署（梯子車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　 6 東　署（救助工作車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　　 7 東　署（広報車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　 9 東　署（救急車） 消･防・救 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみかみつ　　 3 神　津（普通車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみかみつ　　 4 神　津（化学車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみみなみ　　 2 南　野（タンク車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみみなみ　　 3 南　野（普通車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみみなみ　　 9 南　野（救急車） 消･防・救 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 1 西　署（指揮車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 2 西　署（タンク車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 3 西　署（普通車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 5 西　署（梯子車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 6 西　署（救助工作車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 9 西　署（救急車） 消･防・救 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみいけじり 2 池  尻（タンク車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみいけじり 3 池　尻（普通車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみあらまき 3 荒  牧（普通車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみあらまき 4 荒　牧（化学車） 消･防 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみあらまき 9 荒　牧（救急車） 消･防・救 10W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみなかの 101 中 野 分 団 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがしの 101 東 野 分 団 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみいけじり 101 池 尻 分 団 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみしもがわら 101 下 河 原 分 団 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみうちだい 101 内 台 分 団 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみおおじか 101 大 鹿 分 団 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

組　　込　　周　　波　　数
区　分

基地局

車
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
載
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
型

移
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
動
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
局

呼　出　名　称 常　置　場　所

固定局
いたみしょうぼうほんぶ

いたみあまがさきしょうぼう
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波　系 空中線

区　分 電　力 1 2 3 4 5 6 7 8

いたみ　　　 情　報　管　理　課 消･防 1W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみ　　　 情　報　管　理　課 消･防 1W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみ　　　 情　報　管　理　課 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　 11 東　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 東　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　 東　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　 東　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　 東　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　 東　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　　 19 東　　　　　署 消･防・救 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみひがし　　　 70 東　　　　　署 消･防 １０W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみかみつ 神　　　　　津 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみかみつ 神　　　　　津 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみみなみ 南　　　　　野 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみみなみ 南　　　　　野 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみみなみ 南　　　　　野 消･防・救 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 西　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 西　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 18 西　　　　　署 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 19 西　　　　　署 消･防・救 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみにし 80 西　　　　　署 消･防 １０W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみいけじり 池　　　　　尻 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみいけじり 池　　　　　尻 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみあらまき 荒　　　　　牧 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみあらまき 荒　　　　　牧 消･防 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

いたみあらまき 19 荒　　　　　牧 消･防・救 5W ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1. 波系区分の（消）は消防波、（防）は防災相互波、（救）は救急波を示す。

2. 組込周波数欄は次のとおり

1 ： 第1市波（153.51MHｚ）　2 ： 第2市波（151.43MHｚ）　3 ： 県内共通波（148.29MHｚ）

4　：　5　：　6　：全国波（1：150.73MHｚ　/　2：148.75MHｚ　/　3：154.15MHｚ）

7 ： 防災相互波（158.35MHｚ）　8 ： 救急波（147.76MHｚ/基地局 ･ 143.76MHｚ/移動局）　 

3. 移動局携帯型「いたみ20 ･ 21」は、陸上移動局と携帯局との重局免許です。

※　車載型　34基　（団6含む）　　携帯型　　37基

22～28

20

13

21

14

15

（H23.4.1現在）

12

いたみひがし　　

区　分

移
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
動
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
局

13

13

11～13

15～17

13

常　置　場　所
組　　込　　周　　波　　数

呼　出　名　称

携
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
帯
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
型

19

12

14

18

16･17

14
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平　成 平　成
２２年 ２１年

快晴 4 2 2 1 1 2 1 3 1 17 26

晴 20 13 15 15 21 11 16 25 21 17 19 18 211 202

曇 6 10 7 8 5 13 8 5 7 11 7 12 99 104

雨 1 2 7 6 4 4 7 2 3 1 37 33

（日） 雪 1 1

最高 15.0 21.1 21.3 23.5 30.4 32.1 37.1 36.6 35.3 28.4 20.9 19.5 37.1 36.5

最低 -2.3 -1.1 0.1 2.2 7.3 14.8 20.3 24.4 15.5 8.4 2.7 -0.6 -2.3 -1.5

（℃） 平均 5.0 7.0 8.8 12.7 18.1 23.6 27.6 30.0 26.0 19.3 11.9 7.3 16.4 16.3

（%）

瞬間 西 北西 西南西 北 南西 西南西南南西 南西 南南西北北西西北西西北西 西 北

最大 20.0 18.4 19.7 16.9 16.1 14.2 18.2 18.3 16.1 17.8 17.0 19.0 20.0 32.2

(m/s) 平均 2.1 2.6 2.7 2.8 2.7 2.4 2.5 2.6 2.5 2.5 2.1 2.3 2.5 2.5

（ｍｍ）

北 7 9 10 10 8 3 2 3 8 12 5 8 85 109

北北東 7 10 5 3 2 1 2 2 5 12 7 7 63 63

北　東 2 4 3 1 2 1 1 3 4 10 31 53

東北東 1 1 2 6 7 5 1 6 2 11 5 5 52 61

東 3 2 8 5 4 8 3 6 2 6 2 2 51 43

東南東 2 3 2 3 1 1 1 1 1 15 14

南　東 2 1 2 3 2 2 3 3 1 1 20 10

南南東 2 1 1 1 1 1 2 2 11 7

南 3 3 1 2 1 2 4 2 3 2 23 15

南南西 5 1 8 6 15 16 23 15 14 3 4 4 114 93

南　西 7 4 4 8 8 11 16 19 10 3 2 1 93 77

西南西 3 1 2 3 2 3 3 1 3 3 3 27 26

西 6 2 1 1 1 1 1 4 10 27 13

西北西 7 2 3 2 1 1 3 6 25 28

北　西 4 7 4 1 1 3 1 6 7 34 49

北北西 4 8 8 9 5 1 4 2 2 6 3 6 58 68

無　風 1 1 1

備考

：風向の数値は、毎日午前９時、午後３時２回の測定値です。

7 12

合 計 ・ 平 均
最 高 ・ 最 低

11

77.4 80.1 81.0

3
　　　　月別

区分

○　月別気象状況
(H22. 1. 1～H22. 12. 31)

：天候の数値は、毎日午前９時の測定値です。

天
　
　
候

8 9 104 5 61 2

気
温

実
効
湿
度

最高

最低

平均

77.8 73.2 77.9 83.4 71.9 71.2 75.1 73.8 75.4 83.4 83.9

57.9 59.4 55.8 53.9 52.0 54.8 61.5 62.6 60.7 60.9 55.2 56.6 52.0 47.0

65.9 68.1 69.5 64.5 61.9 66.3 70.8 65.6 67.8

風
速

64.7 66.3 64.4 63.6

総雨量

日最大
雨　量

降
雨
量

66.0

44.5

27.5

126.5 157.5 158.0 175.0 52.5 1523.5273.0 254.5 51.0 97.0 1224.5

56.0 21.5 42.0 78.5 50.0 58.5 23.5

121.0 13.0

（
日
２
回

）

78.5 52.5

風
　
　
　
　
　
　
　
　
向

36.5 35.0 11.0 18.5
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14 16 34 31 26 51 68 39 31 28 16 34 388 324

大　雨 1 1 1 3 4

洪　水 2 1 1 4 4

暴　風 1

大　雪

火　災

大　雨 2 1 9 9 2 3 3 1 30 20

洪　水 1 1 8 8 2 3 2 1 26 21

乾　燥 4 2 3 7 2 2 1 7 4 32 27

強　風 2 3 8 4 3 1 2 1 1 2 1 6 34 30

濃　霧 1 5 1 1 3 1 1 3 16 10

雷 1 1 5 3 3 14 16 20 9 5 1 8 86 62

風　雪 2 1 3 1

大　雪 1 1 1

霜 7 4 11 9

低　温

着　雪 1 1

火　災

光化学
ｽﾓｯｸﾞ

大　雨 5 10 11 30 7 6 8 77 70

梅　雨

台　風 6 7 4 17 15

積　雪 3 3 14

地　震 2 2 1

火災通 6 3 4 4 2 1 1 2 2 7 10 42 34

光化学
ｽﾓｯｸﾞ

8 9
　　　　　月別

 情報
1 2 3 4 5

○　気象情報等発令状況

防災指令
（市）

１号～２号

警
　
　
　
報

注
　
　
　
　
　
　
　
意
　
　
　
　
　
　
　
報

情
　
　
　
報

(H22. 1. 1～H22. 12. 31)

平成２１年
合計件数

合　　計

水防指令
（市）

１号～２号

10 11 12
平成２２年
合計件数6 7
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予 防 統 計 

 

 

 
 

 

 



○　予防概要

○　予防願届処理状況

（H22.4.1～H23.3.31）

件　　数 件　数

　防火管理者選解任　 ※１ 657 　無水硫酸　 ※２

　防火管理者講習修了証交付 475 　液化石油ガス　 ※２ 6

　消防計画作成（変更） ※１ 617 　生石灰　 ※２

　工事中の消防計画　 ※１ 39 　毒物・劇物（別表第１）　 ※２

　共同防火管理協議事項作成（変更）　 ※１ 36 　毒物・劇物（別表第２）　　　　 ※２

　消防訓練実施計画通知書（義務） 921 　指定可燃物　　　 ※２ 6

　消防訓練実施計画通知書（自主） 239 　少量危険物　　 ※２ 50

　防火対象物点検報告書 94 　裸火使用等承認申請書 38

　防火対象物点検報告特例認定申請書 58 　煙火打上げ・仕掛け　 ※１ 20

　防火自主点検報告書 1 　催物開催　　　　　 ※１ 7

　消防用設備等 ※３ 315 　指定洞道等　　　 ※１

　工事整備対象設備等着工 　　　 ※１ 181 　タンク水張・水圧検査申請書

　防火対象物使用開始　　　　　　 ※１ 91 　熱風炉、多量の可燃ガス・蒸気炉 ※３ 1

　消防用設備等検査済証交付 69 　据付面積２㎡以上の炉　　　 ※３ 5

　特例認定申請書 3 　厨房設備　　 ※３ 3

　消防用設備等点検結果報告書 1,766 　温風暖房機　　　　 ※３ 1

　指導書（当務査察） 482 　ボイラー・給湯湯沸設備　 ※３ 28

　　〃　　（非番査察）　 127 　乾燥設備　　 ※３ 7

　通知書（当務査察） 27 　サウナ設備　　　 ※３ 2

　　〃　　（非番査察）　 9 　ヒートポンプ冷暖房機　 ※３ 1

　警告書 　火花を生ずる設備・放電加工機　 ※３ 5

　命令書 　変電設備　　　　 ※３ 34

　改善計画（結果）報告書 561 　発電設備　 ※３ 15

　消防資料提出等 100 　蓄電池設備　　 ※３ 21

　消防用設備等点検等の通報 　ネオン管灯設備　　 ※３

　圧縮アセチレンガス　　　　　　　 ※２ 9 　水素ガスを充てんする気球　 ※３

※１　届出書 7,127

※２　貯蔵・取扱届出書
※３　設置届出書

内　　　　　　　　　　容

　本市における防火対象物（消防法規制対象物）は５，４２８棟、危険物許可施設は３８７施設を

有しており、年間を通じて消防用設備等の設置、維持及び管理、防火管理体制の充実、危険物

施設の安全管理等について、火災予防体制の確立に努めています。

  また、市内全域で自主防災組織の結成を呼びかけ、自主防災活動育成・支援及び幼年消防ク

ラブなど市民防災活動の普及を図り、「災害に強いまちづくり」をめざし努力していきます。

合計

内　　　　　　　　　　容
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防火対象物用途

イ 6 6

ロ 72 66

イ

ロ 8 8

ハ

ニ 2 2

イ

ロ 73 66

178 153

イ 6 6

ロ 2,403 435

イ 46 33

ロ 20 20

ハ 54 42

ニ 42 42

88 36

5 1

イ

ロ 4

1 1

65 18

イ 664 154

ロ

イ 55 18

ロ 5

360 58

470 107

イ 457 372

ロ 339 68

4 2

1

5,428 1,714
＊防火対象物数　：　(１７）項、(１８)項以外は延べ面積１５０㎡以上のもの

一人暮らしの高齢者宅等訪問　696世帯

（１６の３）

（２）

（１２）

(１３）

（９）

（８）

（７）

（５）

遊 技 場 又 は ダ ン ス ホ ー ル

（１８）

（１５）

（１４）

（１０）

（１１）

（１６）

（１６の２）

（３）

（１７）

（１）

百 貨 店 な ど の 物 品 販 売 店 又 は 展 示 場

旅 館 、 ホ テ ル 、 宿 泊 所 な ど

寄 宿 舎 、 下 宿 又 は 共 同 住 宅

性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 な ど

カラオケボックス、インターネットカフェなど

待 合 、 料 理 店 な ど

飲 食 店

劇 場 、 映 画 館 、 演 芸 場 又 は 観 覧 場

キ ャバ レー 、 カ フ ェー 、 ナ イ ト ク ラ ブ など

小 学 校 、 中 学 校 、 高 等 学 校 な ど

図 書 館 、 博 物 館 、 美 術 館 な ど

公衆浴場のうち蒸気浴場、熱気浴場など

イ 以 外 の 公 衆 浴 場

車 両 の 停 車 場 、 航 空 機 の 発 着 場

神 社 、 寺 院 、 教 会 な ど

工 場 又 は 作 業 場

映 画 ス タ ジ オ 又 は テ レ ビ ス タ ジ オ

倉 庫

前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 場

特定用途の存する複合用途防火対象物

イに掲げる以外の複合用途防火対象物

＜ 参 考 ＞

合 計

区 分
防火対象物数

地 下 街

準 地 下 街

文 化 財 等

自 動 車 車 庫 又 は 駐 車 場

飛 行 機 又 は 回 転 翼 航 空 機 の 格 納 庫

延 長 50 メ ー ト ル 以 上 の ア ー ケ ー ド

幼 稚 園 又 は 特 別 支 援 学 校

（６）

査察実施数

○  防火対象物査察状況 防火対象物数（H23.3.31現在） 査察実施数（H22.4.1～H23.3.31）

公 会 堂 又 は 集 会 場

病 院 、 診 療 所 又 は 助 産 所

老人短期入所施設・重症心身障害児施設など

老人デイサービスセンター・児童養護施設など

（４）
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○　対象物用途別同意等状況

　　(H22.4.1～H23.3.31）

イ

ロ

イ

ロ

ハ

ニ

イ

ロ

（４）

イ

ロ

イ

ロ

ハ

ニ

（７）

（８）

イ

ロ

（１０）

（１１）

イ

ロ

イ

ロ

（１４）

（１５）

イ

ロ

（１６の２）

（１６の３）

（１７）

（１８）

その他

〈参考〉仮使用承認、工作物、通知書の受理件数　　698件

合 計

24

13

133 8

22

22

5

4

2

7

5

1

2

31

1

3

（１６）

1

1

9

（２）

（３）

（５）

（６）

（９）

（１２）

（１３）

文 化 財 等

自 動 車 車 庫 又 は 駐 車 場

飛 行 機 又 は 回 転 翼 航 空 機 の 格 納 庫

倉 庫

前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 場

車 両 の 停 車 場 、 航 空 機 の 発 着 場

神 社 、 寺 院 、 教 会 な ど

延 長 ５ ０ メ ー ト ル 以 上 の ア ー ケ ー ド

専 用 住 宅

長 屋 住 宅

特 定 用 途 の 存 す る 複 合 用 途 防 火 対 象 物

イ に 掲 げ る 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物

地 下 街

準 地 下 街

工 場 又 は 作 業 場

映 画 ス タ ジ オ 又 は テ レ ビ ス タ ジ オ

小 学 校 、 中 学 校 、 高 等 学 校 な ど

図 書 館 、 博 物 館 、 美 術 館 な ど

公衆浴場の う ち 蒸気浴 場 、 熱気 浴場 な ど

イ 以 外 の 公 衆 浴 場

寄 宿 舎 、 下 宿 、 共 同 住 宅

病 院 、 診 療 所 又 は 助 産 所

老人短期入所施設・重症心身障害児施設など

老人デイサービスセンター・児童養護施設など

待 合 、 料 理 店 な ど

飲 食 店

百 貨 店 な ど の 物 品 販 売 店 舗 又 は 展 示 場

旅 館 、 ホ テ ル 、 宿 泊 所 な ど

キ ャ バ レ ー 、 カ フ ェ ー 、 ナ イ ト ク ラ ブ な ど

遊 技 場 又 は ダ ン ス ホ ー ル

性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 な ど

カラオケボックス、 インターネッ トカフェなど

増築 改築等 合計

（１）
劇 場 、 映 画 館 、 観 覧 場 又 は 観 覧 場

公 会 堂 又 は 集 会 場

区分　　　　　

　　防火対象物用途区分
新築

1

1

1

3

1

1

1

4

1

3

1

21

6

1

2

62

1

1

10

36

2

3

2

6

2

8

3

8

44

11

5

46

15

203

幼 稚 園 又 は 特 別 支 援 学 校 2
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○  用途別中高層建築物棟数（４階以上）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
階 階 階 階 階 階 階 階 階 階 階 階

イ 1

ロ 1 1 1

イ

ロ 1

ハ

ニ

イ

ロ 2 2 1

2

イ 1 1 1 1 1

ロ 281 262 74 43 39 20 34 25 15 8 5 3 58

イ 7 4 1 1 2

ロ 4 1 1 1 1

ハ 1 1

ニ

23 10

1 1

ロ

イ 47 4

ロ

イ 1

ロ

6 2

29 19 3 6 1 2

546 359 106 62 51 23 36 32 16 10 5 3 78

※高層建築物（高さ３１メートルを超える建築物をいう。）

　　　　　（Ｈ23.3.31現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　区　　　分 　

　　防火対象物区分

合
計

1

※
高
層

（１）

（２）

2

（３）

劇 場 ・ 映 画 館 ・ 観 覧 場

公 会 堂 ・ 集 会 場

キャバレー ・ナイ ト ク ラブ

遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル

性風俗特殊関連営業店舗等

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 、
イ ン タ ー ネ ッ ト カ フ ェ 等

待 合 ・ 料 理 店 等

飲 食 店

（８）

（９）

（１０）

（４）

（５）

（７）

（６）

（１５）

（１６）

（１１）

（１２）

（１３）

（１４）

（１６）の２

（１６）の３

（１７）

（１８）

百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト 等

旅 館 ・ ホ テ ル 等

寮 ・ 共 同 住 宅 等

病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所

老 人 短 期 入 所 施 設 ・
重 症心身障害児施設等

老人デイサービスセンター・
児 童 養 護 施 設 等

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等

工 場 ・ 作 業 場

幼稚園・盲学校・養護学校

映 画 ・ テ レ ビ ス タ ジ オ

小学校・中学校・高等学校等

図 書 館 ・ 博 物 館 等

イ 以 外 の 公 衆 浴 場

地 下 街

準 地 下 街

複 合 用 途 防 火 対 象 物

自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場

航 空 機 等 の 格 納 庫

倉 庫

前各項に該当しない事業場

文 化 財 等

延長５０メートル以上のアーケード

合計

公 衆 浴 場 の う ち
蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場

車 両 の 停 車 場 ・

航 空 機 の 発 着 場

特 定 用 途 の 存 す る

複 合 用 途 防 火 対 象 物

イ に 掲 げ る 以 外 の

87 30 19 7 4 1 2 4 1 1

55 21 7 5 5 2

5

2

2

33

2

4

809

13

7

1,249

156

95

8

58

51

1

イ

1

11イ

ロ
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○　防火管理者資格講習会実施状況

※新規講習：昭和３６年から実施　累計８８回　１０，２７１人　　 ※再講習：平成１８年から実施　累計５回　１３８人

○　広報活動状況
（H22.4.1～H23.3.31)

回数 回数

195 617

16 2

42 2

30 3

5 16

101 －

○　幼年消防クラブの結成状況
（H23.3.31現在）

ＮＯ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

人

※幼年消防クラブ

　 幼児に対して、行事や遊びを通じて正しい火の取扱いや消防の仕事等を理解してもらうために結成したクラ
ブです。

計 １３組織 （２５幼稚園） 1,456

　王たるキリスト幼稚園　　〃 H10.11.16 45人　　

　野間幼稚園　　〃 H9.11.6 113人　　

　月影幼稚園　　〃 H9.6.18 64人　　

　伊丹市立幼稚園西ブロック　　〃　　 H8.6.14 135人　　
せつよう・こやのさと・はなさと・
いけじり

　伊丹市立幼稚園中央ブロック　　〃 H7.6.20 99人　　 みずほ・稲野・緑

　美鈴月影幼稚園　　〃 H6.6.16 31人　　

　伊丹市立幼稚園東ブロック　　〃 H6.5.26 84人　　 伊丹・神津・ありおか

　西伊丹幼稚園　　〃 H5.7.1 87人　　

　伊丹市立幼稚園北ブロック　　〃 H5.5.27 209人　　 桜台・天神川・おぎの・こうのいけ

　ロザリオ幼稚園　　〃　　 H4.10.5 92人　　

　いずみ幼稚園　　〃 H4.6.26 151人　　

　伊丹市立幼稚園南ブロック　　〃 H4.5.20 116人　　 南・ささはら・すずはら

　白ゆり幼稚園幼年消防クラブ H3.9.10 230人　　

予 防 広 報 等 チ ラ シ 20,520　枚

名　　　　　　　　　　称 結成年月日 現クラブ員数 備　　　　　　　考

巡 回 防 火 広 報 －

防 火 ポ ス タ ー 配 布 5,739　枚

市 広 報 紙 「 広 報 いた み 」 掲載 －

種 別 参加者数等

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ ・ Ｆ Ｍ い た み ・ 広 報 －

消 防 ニ ュ ー ス 配 布 1,400　部

消 防 だ よ り 配 布 14,000　枚

防 火 映 画 ・ ビ デ オ 1,317　人

消 防 の し お り 等 配 布 608　部

防 火 講 演 ・ 懇 談 会 等 420　人

児 童 等 防 火 教 育 指 導 1,979　人

種 別 参加者数等

消 防 訓 練 指 導 15,719　人

11　　人

平成２２年度 1 25　　人

平成２０年度 1

平成２１年度 1

15　　人

平成２１年度

平成２２年度

2

2

2

2

4

206　　人

423　　人

平成２０年度

183　　人

190　　人

215　　人

年　度 交　　付　　者　　数

平成１８年度

平成１９年度

64　　人

23　　人

平成１８年度 1

平成１９年度 1

再講習

回数

修　　　　了　　　　証区　分

年　度

新規講習

回　数

修　　　　了　　　　証

交　　付　　者　　数

区　分
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○　幼年消防クラブの活動状況

回数 回数

16 6

49 1

7 79消 防 署 見 学 会    ４４１人 計 ７，３６１人

避 難 訓 練 等 ３，００４人 消 防 出 初 式 参 加 １，４５５人

防火教室（組替式含む） １，８７０人 防 火 映 画 ・ ビ デ オ   ５９１人

（H22.4.1～H23.3.31）

種別 参加者数 種別 参加者数
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○　自主防災組織の結成状況（１）

（H23.3.31現在）

No. 名　　　　称    校  区 世帯数 結成年月日

1 高畑地区自主防災会   有　岡 400 Ｈ 8. 7. 7

2 広畑地区自主防災会  　　　   瑞　穂 257 Ｈ 8. 7.28

3 外城地区自主防災会  　　　   有　岡 500 Ｈ 8. 8. 4

4 堺住地区自主防災会  　　　  有　岡 205 Ｈ 8. 8.12

5 中野西地区自主防災会 　　 桜　台 187 Ｈ 8. 9. 1

6 鴻池団地自治会自主防災会    桜　台 160 Ｈ 8. 9. 1

7 行基町北自治会地区自主防災会 伊　丹 490 Ｈ 8. 9.29

8 北河原地区自主防災会　　　 伊　丹 400 Ｈ 8.10.22

9 中野地区自主防災会  　　　  桜　台 980 Ｈ 8.11. 7

10 鶴田地区自主防災会 　　　  天神川 453 Ｈ 8.12. 1

11 瑞原３丁目地区自主防災会   鴻　池 140 Ｈ 9. 1. 1

12 コープ野村第１自主防災会   有　岡 198 Ｈ 9. 1. 1

13 パストラル昆陽自主防災会  花　里 307 Ｈ 9. 1.20

14 昆陽双葉南防災防犯部　 摂　陽 204 Ｈ 9. 3.30

15 植松地区自主防災会  　　　 有　岡 700 Ｈ 9. 4. 1

16 昆陽南地区自主防災会　　     摂　陽 123 Ｈ 9. 4. 1

17 本町地区自主防災会           伊　丹 205 Ｈ 9. 4.13

18 アリオいたみ自主防災会      有　岡 240 Ｈ 9. 4.20

19 森本地区自主防災会           神　津 900 Ｈ 9. 6. 1

20 北園地区自主防災会           緑　丘 180 Ｈ 9. 6. 1

21 東有岡地区自主防災会         有　岡 395 Ｈ 9. 7. 7

22 昆陽宮ノ前自主防災会       摂　陽 97 Ｈ 9. 7.10

23 南菱地区自主防災会         鈴　原 254 Ｈ 9.10. 1

24 北寺本自治会自主防災会     花　里 680 Ｈ 9.10. 1

25 山田東地区自主防災会        昆陽里 490 Ｈ 9.10. 1

26 西野台自主防災会       　 桜　台 65 Ｈ 9.11. 6

27 伊丹レックスマンション自主防災会      伊　丹 70 Ｈ 9.11.10

28 森本高層自主防災会          神　津 184 Ｈ 9.11.12

29 山田地区自主防災会           昆陽里 950 Ｈ 9.12. 1

30 松ヶ丘地区自主防災会      稲　野 402 Ｈ10. 3. 1

31 藤ノ木自治会自主防災会   伊　丹 133 Ｈ10. 4. 1

32 レジデンス昆陽地区自主防災会   稲　野 76 Ｈ10. 5. 1

33 昆陽宮田自主防災会　　　 摂　陽 158 Ｈ10. 6. 1

34 池尻南部地区自主防災会　　(池尻北部) 池　尻 136 　　〃　  

35 　　　　〃　　　　　　　　(カルム西伊丹) 池　尻 77 　　〃　  

36 　　　　〃　　　　　　　　(阪神住宅) 池　尻 118 　　〃　  

37 　　　　〃　　　　　　　　(北池尻団地) 池　尻 82 　　〃　  

38 　　　　〃　　　　　　　　(池尻) 池　尻 443 　　〃　  

39 　　　　〃　　　　　　　　(池尻西部) 池　尻 143 　　〃　  

40 　　　　〃　　　　　　　　(池尻南西部) 池　尻 34 　　〃　  

41 　　　　〃　　　　　　　　(アルス伊丹) 池　尻 31 　　〃　  

42 　　　　〃　　　　　　　　(ロイヤルシャトー伊丹) 池　尻 42 　　〃　  

43 　　　　〃　　　　　　　　(パレ武庫川プルミエールⅢ) 池　尻 175 　　〃　  

44 　　　　〃　　　　　　　　(ほりの里) 池　尻 130 　　〃　  

45 　　　　〃　　　　　　　　(池尻北東部) 池　尻 107 H18.5.1

46 　　　　〃　　　　　　　　(プランドール住宅) 池　尻 70 H20.9.1

47 池尻中部地区自主防災会 　（県営小松原団地) 池　尻 350 Ｈ10. 6. 1

48 　　　　〃　　　　　　　　(ﾏｲｼﾃｨ武庫川ﾚｯｸｽﾏﾝｼｮﾝ) 池　尻 208 　　〃　  

49 　　　　〃　　　　　　　　(ｴﾝｾﾞﾙﾊｲﾑﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞ武庫川) 池　尻 60 　　〃　  
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○　自主防災組織の結成状況（２）

No. 名　　　　称    校  区 世帯数 結成年月日

51 池尻中部地区自主防災会　(県営伊丹西野高層) 　池　尻　 72 H10.6.1

52 　　　　〃　　　　　　　(西野第３鉄筋) 池　尻 39 　　〃　　

53 　　　　〃　　　　　　 （西野第４鉄筋） 池　尻 20 　　〃　　

54 　　　　〃　　　　　　　(外川原) 池　尻 105 　　〃　　

55 　　　　〃　　　　　　　(西野５丁目) 池　尻 95 H16.7.1

56 池尻北部地区自主防災会　(西野関電) 池　尻 8 H10.6.1

57 　　　　〃　　　　　　　(小松原) 池　尻 65 　　〃　　

58 　　　　〃　　　　　　　(西野西) 池　尻 103   　〃　　

59 　　　　〃　　　　　　　(西野北) 池　尻 32 　　〃　　

60 　　　　〃　　　　　　　(西野団地) 池　尻 100 　　〃　　

61 　　　　〃　　　　　　　(厚生年金住宅) 池　尻 50 　　〃　　

62 　　　　〃　　　　　　 （ﾊﾟﾚ武庫川プルミエールⅣ) 池　尻 108 H11.6.24

63 県営野間団地自主防災会 昆陽里 390 H10.6.21

64 ろうきん昆陽コーポ地区自主防災会  摂　陽 210 H10.7.27

65 桑田自治会自主防災　　     天神川 350 H10.12.1

66 アルビス寺本地区自主防災会  花　里 613 H10.12.21

67 柏木町自治会自主防災会       南 365 H11.3.13

68 北野自治会自主防災会　　 天神川 1,350 H11.5.25

69 稲野自治会自主防災会     南 1,310 H11.6.10

70 西桑津高層自主防災会　     神  津 275 H11.6.20

71 泉町・堤ヶ内自主防災会   摂　陽 501 H11.7.3

72 春日丘地区自主防災会      緑　丘 865 H11.7.8

73 緑ヶ丘自治会自主防災会    瑞　穂 1,300 H11.7.15

74 西安堂寺自治会自主防災会  笹　原 203 H11.7.20

75 シャルマンコーポ伊丹自主防災会   桜　台 318 H11.8.1

76 ヴィルヌーブ伊丹昆陽自主防災会 花　里 75 　　〃　　

77 東安堂寺自治会自主防災会    笹　原 306 H11.8.10

78 あすなろセンター地区自主防災会 (畠中自治会) 笹　原 440 H11.9.1

79 　　　　　　〃　　　　  　　   (佐々原自治会) 笹　原 115 　　〃　　

80 　　　　　　〃　　　　　　　　 (車塚北自治会) 笹　原 275 　　〃　　

81 　　　　　　〃　　　　　 (あぜりあサンハイツ自治会) 笹　原 50 　　〃　　

82 　　　　　　〃　　　　　   　　(長沢自治会) 笹　原 150 　　〃　　

83 阪急住宅自治会自主防災会  笹　原 502 　　〃　　

84 千僧自主防災会           稲　野 650 　　〃　　

85 コスモハイツ自主防災会    瑞　穂 165 　　〃　　

86 千僧西自主防災会          稲　野 155 H11.9.10

87 野間自治会自主防災会      笹　原 500 H11.10.1

88 東野自治会自主防災会      荻　野 951 　　〃　　

89 鈴原自主防災会            鈴　原 1,020 　　〃　　

90 本五旭自主防災会         伊　丹 579 　　〃　　

91 御願塚自主防災会         南 1,300 　　〃　　

92 昆陽池西アーバンコンフォート自主防災会　 花　里 98 H11.11.1

93 木ノ本自主防災会      　　 摂　陽 288 　　〃　　

94 昆陽池自主防災会　       稲　野 250 H11.11.1

95 瑞穂・瑞ヶ丘自主防災会    瑞　穂 1,350 H11.11.9

96 中央自主防災会            伊　丹 556 H11.11.15

97 昆陽口自主防災会       　 伊　丹 79 H11.12.1

98 米屋町自主防災会       　 伊　丹 265 　　〃　　

99 若菱自主防災会         　 南 302 H11.12.3

100 南町住宅自主防災会     　 南 110 H11.12.4
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○　自主防災組織の結成状況（３）

No. 名　　　　称    校  区 世帯数 結成年月日

101 昆陽道塚自主防災会      　 摂　陽 252 H11.12.10

102 桜ヶ丘自主防災会       　 伊　丹 700 H11.12.26

103 荒牧自主防災会 天神川 1,360 H11.12.26

104 西野自主防災会           桜　台 660 H12.1.15

105 西桑津自主防災会         神　津 270 H12.1.17

106 東桑津自主防災会          神　津 83 　　〃

107 寺本自主防災会            花  里 735 H12.2.21

108 平松自主防災会            南 1,030 H12.3.1

109 南町高層自主防災会        有  岡 249 H12.6.9

110 日生荻野コーポラス自主防災会   鴻  池 82 H12.7.1

111 矢倉町自主防災会          笹  原 138 H12.7.13

112 第一中曽根自主防災会        笹  原 52 H12.7.25

113 中曽根自主防災会           笹  原 97 　　〃

114 笹北自主防災会            笹  原 328 　　〃

115 山道団地自主防災会         笹  原 66 　　〃

116 宮西自主防災会            伊　丹 270 H12.7.28

117 千僧堂ノ前自主防災会      稲  野 149 H12.8.1

118 鴻池自主防災会            鴻  池 415 　　〃

119 南野自主防災会            笹  原 1,336 H12.8.3

120 大野自主防災会            荻  野 980 H12.8.5

121 行基町南自主防災会        鈴  原 300 H12.8.7

122 第二美鈴自主防災会        摂　陽 352 H12.8.12

123 昆陽里自主防災会          昆陽里 162 H12.8.18

124 山田西在自主防災会        昆陽里 60 　　〃

125 西鈴原自主防災会          鈴  原 460 H12.8.23

126 湊町自主防災会            有  岡 435 H12.8.28

127 新光明団地自主防災会      伊　丹 29 H12.8.30

128 市営桑津住宅自主防災会       神　津 110 　　〃

129 住べ山道自主防災会         笹  原 12 H12.9.1

130 コープ野村第２自主防災会     有  岡 137 　　〃

131 西御願塚自主防災会        鈴  原 700 H12.9.3

132 鴻池公社住宅自主防災会        鴻  池 267 　　〃

133 天神川団地自主防災会 桜  台 145 H12.9.5

134 新田中野住宅１号館自主防災会  鴻  池 50 H12.9.7

135 昆陽自主防災会          稲  野 1,050 　　〃

136 山本団地伊丹地区自主防災会   荻  野 136 　　〃

137 千僧５丁目ダイヤ自治会自主防災会  稲  野 102 H12.9.8

138 シルバーハイツ桃源荘自主防災会 桜  台 24 　　〃

139 千僧コスモガーデンズ自主防災会　　 稲  野 207 H12.9.10

140 瑞原自主防災会         鴻  池 218 H12.9.14

141 高縄手自主防災会       天神川 270 H12.9.17

142 茶園自主防災会          伊　丹 200 H12.9.18

143 コンテ昆陽自主防災会    摂　陽 50 H12.9.20

144 車塚南自主防災会        笹  原 379 H12.9.30

145 アルビス伊丹千僧自主防災会 稲  野 367 H12.10.7

146 マイシティー伊丹自主防災会 桜  台 299 H12.10.8

147 塚口グリーンポリス自主防災会 昆陽里 56 H12.10.15

148 宮ノ前自主防災会        伊　丹 53 H12.11.14

149 グランドメゾン新伊丹自主防災会 南 136 H12.11.20

150 ルネ伊丹ガーデンスクエアIDSチーム  有  岡 223 H12.11.20
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○　自主防災組織の結成状況（４）

No. 名　　　　称    校  区 世帯数 結成年月日

151 岩屋自主防災会         神　津 90 H12.11.27

152 春日丘アーバンコンフォート自主防災会 緑　丘 337 H12.12.1

153 荻野自主防災会    　  荻  野 1,600 　　〃

154 北村地区自主防災会    緑　丘 1,020 H12.12.12

155 西台自主防災会       伊　丹 1,600 H12.12.18

156 林自主防災会         南 230 H13.1.23

157 新伊丹住宅自主防災会 南 44 H13.1.24

158 昆陽南５丁目自主防災会   昆陽里 165 　　〃

159 野間ダイヤハイツ自主防災会   昆陽里 72 　　〃

160 伊丹ロイヤルマンション自主防災会 昆陽里 88 　　〃

161 下河原自主防災会     緑　丘 223 H13.2.1

162 伊丹パークホームズ自主防災会 伊　丹 119 　　〃

163 口酒井自主防災会     神　津 280 H13.3.25

164 郵政美鈴自主防災会    鈴　原 16 H13.4.1

165 大鹿自主防災会        緑　丘 1,510 H13.5.15

166 スワンハイム昆陽自主防災会   花　里 117 H13.6.1

167 ラ・ヴェール伊丹昆陽池自主防災会 桜　台 260 H13.6.8

168 野間南自主防災会　　  　 笹　原 300 H13.6.17

169 野間東向自主防災会　 笹　原 160 H13.6.24

170 池尻南自主防災会　　  花　里 139 H13.9.1

171 第一美鈴自主防災会    鈴　原 202 H13.11.17

172 伊丹みやのまち４号館自主防災会 伊　丹 90 H13.12.9

173 光明町自治会自主防災会    伊　丹 160 H14.2.13

174 上須古自主防災会       神　津 28 H14.4.1

175 長山自主防災会　    　 神　津 150 H14.5.1

176 南町自主防災会　    　 南 410 H14.7.1

177 鴻池団地Ａ棟自主防災会　　 鴻　池 130 H14.8.1

178 日生住宅自主防災会　　 昆陽里 210 H14.11.2

179 東緑ヶ丘自主防災会　　 瑞　穂 187 H14.12.6

180 西玉田自主防災会　  　 鴻　池 345 H15.1.28

181 堀池自主防災会　　    摂　陽 600 H15.2.17

182 昆陽大池自主防災会　　 瑞　穂 58 H15.3.1

183 清水地区自主防災会　　 伊　丹 371 H15.3.5

184 伊丹バラ公園パークホームズ自主防災会 天神川 43 H15.6.1

185 伊丹みやのまち３号館自主防災会　 伊　丹 117 H15.7.12

186 パレス新伊丹自主防災会　 有　岡 146 H15.9.1

187 県営中野団地自主防災会　 桜　台 229 H15.9.15

188 大手町自主防災会　  　 有　岡 83 H16.2.15

189 荻野西自主防災会　  　 　     天神川 324 H16.3.25

190 池尻東自主防災会  　 花　里 37 H16.4.1

191 伊丹池尻公社住宅自主防災会　 花　里 70 H16.4.20

192 コープ野村昆陽自主防災会   稲　野 113 H16.6.16

193 南畑自主防災会　　　  鴻　池 63 H16.7.30

194 サン伊丹自主防災会　　 有　岡 185 H16.8.1

195 東中田自主防災会　　 稲　野 84 H16.11.15

196 鴻池南住宅自主防災会　 鴻　池 40 H16.11.18

197 北本町地区自主防災会　　 伊　丹 164 H16.12.29

198 昆陽林田地区自主防災会　 稲　野 62 H17.2.1

199 伊丹昆陽ビューハイツ自主防災会 花　里 98 H17.5.25

200 荒牧高層自主防災会　　 天神川 240 H17.7.4
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○  自主防災組織の結成状況（５）

（注１）新光明町自主防災会は、基準日以降に結成

（注２）コープ野村第２自主防災会は自治会未結成であるもの

※自主防災組織

　大規模な災害が起きたときに、地域の人々がお互いに助け合い、被害を軽減するために結成された組織です。

　「自分たちの地域は自分達で守ろう」とする住民の自主的な活動で、いざという時は初期消火、応急

手当、避難誘導等を行います。

　平素は、初期消火や応急手当の訓練など、地域での防災活動を行います。

○　自主防災組織の活動状況

205

206

207

No.

201

202

203

208

名　　　　称    

南荻野ハイツ自主防災会　

戎地区自主防災会

レピアアーバン自主防災会　   

伊丹ステイツバラ公園自主防災会  

ウェルスクエア伊丹自主防災会　

寺本東地区自主防災会 

204

レスタージュ伊丹自主防災会　　

新光明町自主防災会（注１）

計　207自治会（注２）

種　　別

稲野小学校区 4,840

南小学校区 6,175 昆陽里小学校区

校  区

 鴻　池

 伊　丹

 笹　原

 天神川

南

 昆陽里

伊　丹

伊　丹

世帯数
50

320

222

52

274

350

284

135

64,424

結成年月日

H17.7.14

H17.8.1

H17.11.12

H17.11.28

H19.3.12

H19.11.1

H20.4.1

H23.4.26

382

回数（注） 参加者数

6,895

有岡小学校区 4,947

花里小学校区 3,358

3,419125

344

245

308

8

26

40

83

1,561

6,526

3,217

3,892

307

156

52

136

24,600

消火訓練

通報訓練

避難誘導訓練

救出救護訓練

応急手当訓練

防火講話等（出前講座含む）

消防出初式参加（H23.1.8　開催）

リーダー養成講座（H22.9.11・18　開催）

リーダー推進大会（H23.2.15　開催）

計（延べ）197組織

○　小学校区別自主防災組織結成地域の世帯数

校区名称 世帯数 小学校名 世帯数

伊丹小学校区 8,339

（注）上記は住民基本台帳に基づく集計によるもの

3,799

神津小学校区 2,590 摂陽小学校区 3,822

緑丘小学校区 4,481 鈴原小学校区 3,363

桜台小学校区 4,959 荻野小学校区 4,321

天神川小学校区 5,447 池尻小学校区 4,280

笹原小学校区 7,177 鴻池小学校区 3,492

（H22.4.1～H23.3.31）

瑞穂小学校区 5,419 計 80,809
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○　製造所等区分別完成検査施設数

○　許可施設数の推移（過去１０年）

Ｈ２１ Ｈ２２Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６

408 406 391 387施 設 数

年 度 末

100 12080604020

(H23.3.31現在)

二 種

一 般

小 計

屋 外

小 計

115

1

61

31

1

貯

蔵

所

合 計

取

扱

所

給

油

営 業

自 家

販

売

一 種

261

21

385

製 造 所

屋 内

屋 外 タ ン ク

屋 内 タ ン ク

地 下 タ ン ク

簡 易 タ ン ク

移 動 タ ン ク

9

102

区　　　　分 施 設 数

497 478

47

5

63

0

39

5

466 449 436 422

400

500

600

700
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○　危険物施設査察状況

(H23.3.31現在)

(H22.4.1～H23.3.31)

屋

内

屋

外

タ

ン

ク

屋

内

タ

ン

ク

地

下

タ

ン

ク

屋

外

給

油

販

売

１件

１件

９件

１件

液 化 石 油 ガ ス 設 備 工 事 届 出
（ ５ ０ ０ ｋ ｇ を 超 え ３ ０ ０ ０ ｋ ｇ 未 満 ）

高 圧 ガ ス 消 費 施 設 立 入 検 査

火 薬 類 貯 蔵 施 設 立 入 検 査

届 出 数

検 査 数

検 査 数

検 査 数

区　　　　　　　　　　分 届 出 及 び 検 査 数

○　県移譲事務処理状況
(H22.4.1～H23.3.31)

75.0%査 察 実 施 率 75.2% 100.0% 99.0% 29.8% 66.7% 35.4% 0.0%

30 4 50 2

6 65 0 40

査 察 回 数

簡

易

タ

ン

ク

移

動

タ

ン

ク

区 分

0

査 察 対 象 施 設 391 9 101 47

一

般

合

計

294

○　防火地域別許可施設数

36 0 1 26

0

36 0 1 26 0 14 4 11 14

0

1

67 47 4 37 0 25 1 10 18

103 47

103 47

東

消

防

署

西

消

防

署

0

4

383

251

0

4

247

136

指定なし

小 計

防 火

準 防 火

指定なし

小 計

一

般

給油 販売

営

業

自

家

一

種

二

種

屋

内

屋

外

タ

ン

ク

屋

内

タ

ン

ク

11 14 0

合

計

地

下

タ

ン

ク

簡

易

タ

ン

ク

移

動

タ

ン

ク

屋

外

0

136 0 14

9 100 14 4 23

製

造

所

4

0

4 53 2

取　扱　所貯　　　蔵　　　所

1

1

100.0% 94.3% 100.0%

64

90.6%

58

1 8 18 14 35 0 25

22

1

5 19 32 15 61 0 39

2

33

28

61

33

28

47

21 325 63

2

610 39 5

8

8 67

1

準 防 火

指定なし

合

計

9

9

1

防 火

準 防 火

取　　扱　　所製

造

所

0

総 数 387

貯　　　蔵　　　所

防 火

1 1

地域別

区分
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7

1

332 1

1

6

2 1

7 5 115 64 1

13

1445

17

28

1 27 3 4

11 14 0 126 0 14 41 36 0 1

2

11 1

1 111

1

11

11

21

11

2 1

3 10 117 191 32 15

6 21

33

7 30 32 4 14 6 1 1

10 18 1 037 0 25 18 67 47 4

7

2

1 1

3

1 1

1 43 11

1

6

2 2

7 5 116 65 1

24

21

12

2 1

3 14 121 191 37 15

6 38

61

8 57 32 4 17 6 5 1

21 32 1 1

○　用途地域別許可施設数
(H23.3.31現在)

9 103 47 5 63 0 39 5

一種中高

二種低層

一種低層

東
　
　
消
　
　
防
　
　
署

西
　
　
消
　
　
防
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準 工 業

商 業

小 計
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一種中高
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一種低層

工 業

準 住 居

二種住居

一種住居

二種中高

工 業

準 工 業

商 業
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二種低層

一種低層
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0

4

3

2

0

3

2

2

1

251

122

109

3

13

4

2

7

3

6

47

5

387

174

123

3

一

般

営

業

自

家

一

種

二

種

取　　扱　　所

屋

内

屋

外

タ

ン

ク

屋

内

タ

ン

ク

地

下

タ

ン

ク

簡

易

タ

ン

ク

移

動

タ

ン

ク

屋

外

給油 販売

合

計

製

造

所

貯　　　蔵　　　所

地域別

区分

 50



○　事務処理状況

○　危険物関係手数料

(H22.4.1～H23.3.31)

(H22.4.1～H23.3.31)

12 5 38

556,200

145,800

0

4,709,250

2,645,000

16,500

1,172,750

62,000

103

27

0

347

108

2

95

8

仮 使 用 承 認

仮 貯 蔵 ・ 仮 取 扱

条 例 タ ン ク 検 査

合　　　　　　　　計

変 更 許 可

設 置 完 成 検 査

変 更 完 成 検 査

完 成 検 査 前 検 査

区　　　　　　　　　分 件　　　数 収　入　額　（単位：円）

設 置 許 可 4 111,000

99

2

15

2 3

1 5

1 4

2

1 1

7 37 214

3 3

3 20 19

3 4

1 5 28

2 1

1 26

8

17 6 83

14 9 75

2

17 8 86

3 1

99

0

0

55

0

5

15

2

2

2

5

6

7

42

6

258

8

27

3

34

111

2

98

106

火 気 使 用 工 事 届

許 可 取 下 げ 願

特 例 認 定 申 請

そ の 他

再 交 付 申 請

漏 洩 措 置 計 画 届

危険物取扱責任者届

事 故 発 生 届

作 業 施 行 届

休 止 ・ 再 使 用 届

予 防 規 程 認 可

消 防 設 備 着 工 届

廃 止 届

保安監督者選解任届

管 理 者 届

軽 微 変 更 届

完 成 検 査 前 検 査

仮貯蔵・仮取扱承認

譲 渡 ・ 引 渡 届

品 名 ・ 数 量 変 更 届

変 更 許 可

設 置 完 成 検 査

変 更 完 成 検 査

仮 使 用 承 認

取　扱　所 そ　の　他

計

設 置 許 可

897

4

60 129 636 72

区　　　　分 計 製　造　所 貯　蔵　所
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火 災 統 計 

 

 

 



71 件

建物火災件数 38 件

車両火災件数 8 件

航空機火災件数 0 件

その他火災件数 25 件

2,406 ㎡

43 棟

130,260 千円

41 世帯

106 人

2 人

14 人

63.3 ㎡ 3.6 件

1,835 千円 122.7 ㎡

※ 3,370 千円 2.2 棟

※ 1.1 棟 6,641 千円

※ 1.1 世帯 2.1 世帯

※ 2.7 人 5.4 人

0.8 人

　平成２２年中の火災発生件数は７１件で、前年（７０件）に比べ１件の増加となっており、

焼損面積は２，４０６㎡で、前年（１９１㎡）に比べ２，２１５㎡の増加となっています。

　火災による死者は２名で、前年（１名）に比べ１名の増加、また、負傷者は１４名で、前年

（３名）に比べ１１名の増加となっています。

　次に、出火原因では、都市型火災原因の上位ランクとされている放火によるものが２８件で

全火災の約３９％を占め、次いでこんろ、たばこともに７件となっています。

　損害額は１３０，２６０千円で、前年（４０，９１１千円）より８９，３４９千円増加して

おり、火災１件当たりでは約１，８３５千円となっています。

　全国的に火災発生件数、死者数、建物焼損面積及び損害額について、おおむね減少傾向にあ

りますが、当市においては大型倉庫火災等の発生により、前年に比べ建物焼損面積及び損害額

が大幅に増加しています。

○ 火災件数

○ り災世帯数

○ 死者

○ 焼損棟数

○ 損害額

○ り災人員

内
訳

○ 負傷者

○ 建物焼損面積

火災件数出火率

＜火災１件当たり＞ ＜人口１万人当たり＞

建物焼損面積

り災世帯数

り災人員

損害額（全火災）

焼損棟数

建物焼損面積

○ 火災概要

※H23.01.01　推計人口　196,148人※建物火災以外で発生した損害2,213千
　円、り災１世帯・２人を含まない

死傷者

　  　（建物火災）

り災人員

焼損棟数

り災世帯数

損害額
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炉
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煙 突 ・ 煙 道
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電 気 機 器
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電 灯 ・ 電 話 等 の 配 線
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駆 け 付 け

事 後 聞 知

そ の 他

計
7
1
7
7

1
2

2
3
1

3
2

1
1

2
8

9
4
7
1
2
4
2
1
4
2
4

1
5
1

8
1
1

4
1
1
8
3
1

1
3

6
1

1
3

1
6
2
1

1
2

7
1
2

1
1

1
1

7
4

1
2

5
1

1
2

1
5
3

1
1

6
1

1
3

1
6
1
4

1
5
1

1
3

5
2
1
1

1
6
3

2
1

6
1
2

2
1

2
1

1
2
1
1

8
1

1
3

1
2
8
2
3
1

1
1

4
1

1
2

4
1
1

2
4

1
2

1
4
2
1

1
1
0
1
1

1
1
1

3
2

1
0
2
6
1

1
計

7
1
7
7

1
2

2
3
1

3
2

1
1

2
8

9
4

3
8
4
7

1
2

3
1

3
1
1

8
3
4

8
2

2
4

2
5
3

2
1
8

2
計

7
1
7
7

1
2

2
3
1

3
2

1
1

2
8

9
4
7
1
3
8
8

2
5

東
消
防
署
3
9
6
3

1
1
1

2
2

1
1

1
1

6
4
3
9
2
1
4

1
4

本
署
1
5
2
1

1
1
2

3
3
2
1
5
9
2

4
神

津
1
2
2
1

1
1

1
4

1
1
1
2
5

7
南

野
1
2
2
1

1
1

4
2
1
1
2
7
2

3
西
消
防
署
3
2
1
4

1
2

1
2

1
1
7

3
3
2
1
7
4

1
1

本
署
1
1
1
1

1
1

1
5

1
1
1
6
1

4
池

尻
8

1
1

1
1

4
8
5
2

1
荒

牧
1
3

2
1

8
2

1
3
6
1

6

航 空 機

そ の 他

1
0
月
1
1
月
1
2
月

船 舶

車 両

建 物

計

そ
の
他

建
物

車
両

船
舶

航
空
機

５
月

６
月

７
月

９
月

区
　
　
分

※
火
災
報
知
専
用
電
話
（
加
入
）
は
、
加
入
電
話
及
び
Ｉ
Ｐ
電
話
に
よ
る
１
１
９
番
通
報
を
含
む

54

（
H
2
2
.
1
.
1
 
～
 
H
2
2
.
1
2
.
3
1
）

１
月

２
月

３
月

８
月

４
月



　
　
　

　

（
千
円
）

(
㎡
)
(
㎡
)
(
ａ
)

7
1
3
8
8

2
5
1
3
0
,
2
6
0
2
,
4
0
6
8
7

2
4
3
2
1
1
0
2
5

3
2
4
1
2
2
3
7
1
0
6

2
1
4

3
8
8
9
2
5
5
3
2
4
1
2
4
5
2
3
3
6
6

7
1
9

小
　
　
計

3
8
3
8

1
2
8
,
0
4
7
2
,
4
0
6
8
7

4
3
2
1
1
0
2
5

3
2
4
0
2
2
3
6
1
0
4

2
14

3
8
8
9
2
5
5
3
2
4
1
2
4
5
2
3
3
6
6

7
1
9

劇
場
・
集
会
場
等

キ
ャ
バ
レ
ー
・
遊
技
場
等

料
理

店
・
飲
食
店
等

市
場
・
マ
ー
ケ
ッ
ト
等

1
1

1
9
8

1
1

1
1

1
1

旅
館
・
ホ
テ
ル
等

寮
・
共
同
住
宅
等
1
2
1
2

4
,
3
0
6

3
7
2
2

1
2

5
7

9
1
8
2
1

4
1
2

2
1
2
4
1
1
1

5
3
2
1
1

2
1
0

病
院
・
診
療
所
等

2
2

8
2

2
2

2
1

1
2

建
養

老
施

設
等

1
1

1
,
9
4
6

4
8

1
1

8
1

7
1
0

1
1

1
1

1
1

幼
稚
園
・
保
育
園

学
校

1
1

5
1

1
1

1
1

1

図
書
館
・
博
物
館
等

公
衆

浴
場

等

駅
舎

神
社
・
仏

閣

工
場
・
作
業
場
等

4
4

2
,
6
5
8

1
7

4
1
3

2
4
3
1

4
4

物
車

庫

倉
庫

3
3

1
0
7
,
9
1
8
2
,
2
0
5
1
5

6
1

1
1

1
2
8

8
3
2

2
3
2

1
3

2
1

事
務

所

官
公

署

住
宅
1
0
1
0

1
0
,
4
4
8

1
1
6
2
0

1
2
1
1
1
7

2
1
3
1
1
1
1
3
3

1
2

1
0
3
6
1

8
2

4
4

2

併
用

住
宅

複
合
用
途
・
特

定
2
2

8
2

1
2

2
1

1
3

2
2

1
1

1
1

2

〃
・
非
特
定

2
2

4
7
8

1
2

2
1
1

1
1
5

1
2

1
1

1
1

2

地
下

街

文
化

財

そ
の

他

3
3

8
2
5
2
,
2
1
3

2
1

1
2

車
両

8
8

1
,
9
9
9

1
1
2

船
舶

航
空

機

そ
の

他
2
5

2
5

2
1
4

2

（
 
H
2
2
.
1
.
1
 
～
 
H
2
2
.
1
2
.
3
1
 
）

そ
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
他

火
 
 
災
 
 
件
 
 
数

火
　
元

類
　
焼

計

一 階

二 階

三 階

そ の 他

損 害 額
　
 
用
　
途
　
別

計

計

建 物

車 両

船 舶

航 空 機

焼
 
損
 
面
 
積

焼
　
　
　
　
損
　
　
　
　
棟

建 物 床 面 積

建 物 表 面 積

そ の 他

計
全 焼

ぼ や

部 分 焼

半 焼

全 焼

ぼ や

部 分 焼

半 焼

傷 者

3
0

日 死 者

り
 
災
 
世
 
帯 小 損

半 損

全 損

計

建
 
 
 
物
 
 
 
階
 
 
 
数

出
　
　
火
　
　
階

建
　
物
　
構
　
造

○
　
用
途
別
火
災
発
生
状
況

り 災 人 員

爆
 
発
死
 
傷
 
者

損 害 棟 数

損 害 車 両 数

死 者

四 階

五 階

六 階

七 階

木 造

八 階 　 以 上

地 下 階

一 階

二 階
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○　発火源・経過・着火物別火災発生状況

発　　火　　源 計 経　　過 計 着　火　物 計

コードが短絡する 1 繊維製品 1

可燃物が火源の上に転倒落下 1 粉塵 1

溶接機 1 火花が飛ぶ 1 マグネシウム 1

エアコンプレッサ 1 故障 1 合成樹脂と成形品 1

構造不良 1 配線絶縁被覆 1

電線が短絡する 1 分岐ブレーカー 1

半断線により発熱する 1 カーテン 1

スパークする（トラッキング現象） 2 合成樹脂と成形品 2

その他の配線器具 1 接続端子の短絡する 1 配線絶縁被覆 1

摩擦による静電スパーク 1 スパークによる引火 1 可燃性気体 1

ガステーブル
（都市ガス・移動可能）

4

ガステーブル
（液化石油ガス・移動可能）

2

浴室外設置型風呂釜
（液化石油ガス・固定ガス設備）

1 液化石油ガスの漏洩 1 液化石油ガス 1

アルコールこんろ 1 火源に触れる 1 衣類 1

灯明 1 火源が転倒落下する 1 木材及び木製品 1

炭火 1 合成樹脂と成形品 1

可燃性個体類 1

ごみ類 1

火のついた油 1 火源が動いて接触する 1 油塵 1

火源が転倒落下する 2 ふとん 2

ベンチ 1

ごみ屑 2

枯草 1

残り火の処置が不始末 1 ゴミ類 1

すだれ 1

第一石油類 2

袋及び紙製品 1

繊維製品 1

合成樹脂と成形品 2

ごみ屑 1

落葉 1

立木 6

芝生 1

枯草 2

ごみ類 7

自動車部品 3

立木 1

落葉 1

ＬＰＧ(カセット用） 2

ＬＰＧ(スプレー用） 1

排気管 2 着火物が漏洩する 2 第四石油類 2

煙火 1 火花が飛ぶ 1 枯草 1

衣類 1

不明 3

71 71 71計

区分

と
す
る
道
具
装
置

不適当なところに捨て置く

ガ
ス
油
類
を
燃
料

電
　
気
　
関
　
係

火遊び

4 不明

延長コード及びプラグ

4

放火

（H22. 1. 1～Ｈ22. 12. 31）

28

3

3

放置する・忘れる 6

電気こたつ 2

その他の電気機器 2

30

不明 4

2

3金属と金属との衝突火花 3 引火する

火

種

・

高

温

・

危

険

物

品

そ
の
他

動植物油類 6

不適当なところに捨て置く
2燃えさし

たばこ 7

マッチ・ライター等
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○ 過去１０年間の火災発生状況
（各年1.1～12.31）

平成13年

平成14年

平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

平　均

※　出火率：人口 １万人当たりの出火件数

○ 過去１０年間の火災原因別発生状況
（各年1.1～12.31）

7

平成21年

放　火

37

こんろ

たばこ

6

こんろ

7

たばこ

11 7 7

こんろ たばこたばこ

平成13年

ガ　ス
こんろ

放 火 放 火

平成15年

20 45

放 火

平成14年

26

1

灯　火

3

溶接機
・

溶断機

2

電灯･電
話

火遊び

3

火遊び
ストーブ
電気機器
火遊び

3 3

マッチ
ライター
たき火

ライター
たき火
ストーブ

3 2

たばこ

3

火遊び

6

5

火遊び

4

火遊び

4

ストーブ

6 3

灯　火

4

配　線
器　具

電　気
関　係

4 3

ストーブ
電　灯
配　線

3

電　灯
配　線

7

火遊び

5

ガ　ス
こんろ

9

9 9

たばこ こんろ

11 10

3

放　火

55

78

たばこ

7

配　線
器　具

放　火

8

５位

放 火

28

こんろ

7

１位

２位

３位

４位

電　気
装　置

130,260

53,652

96,114

120,490

23,419

41

54

45

9

43

266

放 火

こんろ

96,92654.8

3823 33

放 火

こんろ

たばこ

9

たばこ こんろ

11 13

1,232

1,205

378

3,139

9.8

1,710

584

1,835

26.3

22.8

12

3

14

15

3.2

4.3

5.3

2

3 9

10

7

490

1,188

528

1,073

63.32,406

191 3.6

4.2

40,911

13.6

11.6

18.0

12.2

50.6

6.0

21.4

5.0

531

648

1,188

427

2,783

300

1,050

44,8541,208

152,228

257,361

49,971

16

9

3

47

52

50

30

45

62

80

44

52

62

30

32

8.1

25

25.40.1

38

47.2

8

12

3

11

6

6

12

8

55

50

49

46

（㎡） （千円）

１件当たり

39 18 778

航

空

機 （千円）

平成22年

建物焼
損面積

死 傷 者

71

69

78

100

62

38

損害額

項
目

　
　
　
　
年
別

　　年別

順位

建

物

計

82

102

89

85

70

80.8

2

1

1.4

2

66

50

31

19

54

38

21

20

40

61

23

車

両

56

66

そ

の

他

35

たばこ

平成18年 平成19年

放　火

41

4

平成16年 平成17年

45.9

焼

損

棟

数

世

帯

数

り災状況

死

者

焼

損

面

積

（㎡）

負

傷

者

損

害

額

出

火

率

平成20年

3.6

3.6

4.1

5.2

4.6

4.4
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○ 過去１０年間の主な火災発生状況

№
発 生
年 月 日

出火場所 原    因 建物用途

1
平成15年
9 月 27 日

西 野 不 明 火 倉 庫 準耐 65,795 803 6

2
平成17年
3 月 26 日

野 間 こ ん ろ 併用住宅 木造 28,112 189 1 1 3 2

3
平成17年
9 月 8 日

高 台 不 明 火 作 業 場 準耐 165,654 1,584 2 7 24

4
平成17年
9 月 18 日

口 酒 井 放 火 事 務 所 準耐 13,491 642 2

5
平成18年
1 月 12 日

中 野 東 た ば こ 共同住宅 耐火 107 7 1 1 1 1

6
平成18年
4 月 13 日

東 有 岡 た ば こ 長屋住宅 防火 2,810 27 1 1 3 1

7
平成19年
3 月 21 日

北 野 配線器具 共同住宅 耐火 1,034 6 1 1 4 1

8
平成19年
4 月 28 日

北 野 灯 火 長屋住宅 木造 1,090 19 2 2 4 2

9
平成19年
11月14日

中 野 東 不 明 火 共同住宅 耐火 16,049 38 1 9 28 1

10
平成20年
2 月 17 日

北 園 ストーブ 専用住宅 木造 175 44 2 3 3 1

11
平成20年
9 月 29 日

中 野 東 不 明 火
事 務 所
兼

作 業 場
準耐 6,266 735 2 4 9

12
平成22年
1 月 2 日

中 央 不 明 火 福祉施設 耐火 1,946 48 1 8 10 1

13
平成22年
6 月 10 日

御 願 塚 灯 火 専用住宅 木造 3,701 63 3 3 7 1

14
平成22年
9 月 5 日

森 本 不 明 火
倉 庫
兼

事 務 所
準耐 107,104 2,200 4 8 32

〈備考〉　抽出基準：焼損面積３００㎡以上、または死者の生じた火災

建物
構造

焼損棟
損害額
（千円）

死者
り災
人員

り災
世帯

焼損面積
（㎡）
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救 急 統 計 

 

 

 

 



○　救急概要

○　署所別出動状況

8,516 13 1,030 68 52 1,128 66 99 5,160 811 89

東 消 防 署 2,132 2 251 26 11 283 18 29 1,351 122 39

南野出張所 2,238 6 222 12 9 292 16 18 1,417 229 17

西 消 防 署 2,268 344 19 15 271 19 16 1,267 301 16

荒牧出張所 1,878 5 213 11 17 282 13 36 1,125 159 17

675 2 69 2 1 74 9 23 406 4 85

7,906 12 1,015 66 54 1054 59 76 4,758 807 5

東 消 防 署 1,969 2 251 26 11 269 17 21 1247 122 3

南野出張所 2,046 7 212 12 9 268 13 14 1284 227

西 消 防 署 2,143 344 18 16 256 20 11 1176 300 2

荒牧出張所 1,748 3 208 10 18 261 9 30 1051 158

100 0.2 0.0 0.0 12.1 0.8 0.6 13.2 0.8 1.2 60.6 9.5 1.0

7,881 3 899 56 39 1,078 67 122 4,711 801 105

　

そ

の

他

転

　
院

（H22.1.1～H22.12.31）

交

　
　
　
通

そ の 他運

動

競

技

加

　
　
　
害

自

損

行

為

急

　
　
　
病区　分

計

火

　
　
　
災

水

　
　
　
難

自

然

災

害

　　  事故種別 労

働

災

害

一

般

負

傷

　平成２２年中の救急出動件数は８，５１６件で、前年（７，８８１件）に比べ、６３５件

の増加となっています。

　１日の平均出動件数は２３件となり、これは市民２３人に１人の割合で救急車が利用され

たことになります。

　事故種別での出動状況は、急病が５，１６０件、次いで一般負傷１，１２８件、交通事故

１，０３０件の順となっており、急病が全体の６１％を占めています。

　搬送人員の総数は７，９０６人で、傷病程度別では、入院加療を必要としない「軽症」が

４，７４２人で全体の６０％を占め、医療機関別の搬送状況では４，２８５人が市内の救急

告示病院に収容され、全体の５４％を占めています。

平成21年出動件数

出 動 件 数

不 搬 送 件 数

搬 送 人 員

 構成比%(出動件数)

署

所

別

署

所

別
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火 自 水 交 労 運 一 加 自 急

然 働 動 般 損 転 そ

災 災 競 負 行 の

災 害 難 通 害 技 傷 害 為 病 院 他

8,516 13 1,030 68 52 1,128 66 99 5,160 811 89

月 1,253 3 140 9 2 146 9 13 773 150 8

火 1,234 177 14 6 150 10 16 723 127 11

水 1,062 1 141 8 1 146 8 11 636 94 16

木 1,241 3 149 11 6 158 7 15 765 111 16

金 1,283 2 166 13 3 163 8 12 747 158 11

土 1,206 3 140 6 19 189 11 16 715 98 9

日 1,237 1 117 7 15 176 13 16 801 73 18

119 専 用 3,395 3 86 26 18 428 10 29 2,260 514 21

119(携帯) 2,492 1 716 30 31 365 35 41 1,231 4 38

119(ＩＰ) 2,045 4 71 11 3 281 8 21 1,533 108 5

一 般 加 入 286 12 23 65 184 2

警 察 専 用 188 113 16 12 7 32 8

駆 け 付 け 51 6 1 8 1 35

自 己 覚 知 44 5 26 7 1 4 1

そ の 他 15 15

○　年齢別搬送状況

火 自 水 交 労 運 一 加 自 急

然 働 動 般 損 転 そ

災 災 競 負 行 の

災 害 難 通 害 技 傷 害 為 病 院 他

7,906 12 1,015 66 54 1,054 59 76 4,758 807 5

22 2 4 15 1

579 45 151 288 95

347 113 27 54 7 1 110 35

357 1 131 6 9 15 14 7 154 20

570 3 145 11 5 26 6 17 324 31 2

725 155 12 7 59 11 24 416 39 2

620 3 123 11 4 58 8 11 364 38

977 2 114 20 1 97 6 11 644 82

3,709 3 189 6 1 592 7 5 2,454 452

※新生児（生後２８日以内）、乳幼児（生後２９日以上７才未満）、少年（満７才以上１８才未満）

65 才 以 上

計（人）

少 年

18 才 ～ 24 才

25 才 ～ 34 才

35 才 ～ 44 才

新 生 児

乳 幼 児

○　曜日・覚知別救急出動状況

区　分

事故種別

計

計

事故種別

区　分

（H22.1.1～H22.12.31）

（H22.1.1～H22.12.31）

45 才 ～ 54 才

55 才 ～ 64 才

その他

その他

曜

日

別

覚

知

別

計
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○ 救急隊員の行った応急処置状況　

              区  分

  種    別

搬 送 人 員 7,906 4,758 1,015 1,054 1,079

応 急 処 置 対 象 人 員 7,900 4,757 1,010 1,054 1,079

応 急 処置対象件数計 28,246 17,277 3,486 3,608 3,875

  止　　      血 109 24 24 39 22

  固　　      定 203 3 114 56 30

  人  工  呼  吸 8 3 2 3

  心臓マッサージ

  心臓ﾏｯｻｰｼﾞ（うち自動）

  心  肺  蘇  生 133 100 1 15 17

  心肺蘇生（うち自動）

  酸  素  吸  入 1,394 921 44 75 354

  気  道  確  保    201 139 5 24 33

  気 道 確 保   ※０ 173 124 5 13 31

  気 道 確 保   ※１ 7 6 1

  気 道 確 保   ※２ 10 1 9

  気 道 確 保   ※３ 11 8 2 1

  気 道 確 保   ※４

  保　　      温 36 22 3 5 6

　被　        覆 713 27 320 306 60

  在  宅  療  法      31 26 4 1

  在 宅 療 法   ※Ａ 4 3 1

  在 宅 療 法   ※Ｂ 27 23 4

  ショックパンツ

  除    細    動 15 13 2

  静 脈 路 確 保 5 4 1

  薬　剤　投　与 3 3

  その他応急処置 7,630 4,709 910 1,002 1,009

  血  圧  測  定 7,213 4,436 938 899 940

  聴 診 器 聴 取 711 500 73 63 75

  血中酸素飽和度測定 7,734 4,658 1,001 1,016 1,059

  心 電 図 測 定 2,107 1,689 53 99 266

備考　※０：簡易のみ　※１：経鼻エアウェイ  ※２：異物除去

　　　※３：ラリンゲアルマスク等を使用しての気道確保　※４：認定救急救命士が行った気管挿管

　　　※Ａ：在宅中心静脈栄養管理・在宅化学療法等により点滴が施されている者及び気管切開孔・気管ろう・

　　　　　　人工肛門等の外ろう処置が施されている者に行った処置件数

　　　※Ｂ：Ａ以外の者に対して行った処置件数

（H22.1.1～H22.12.31）

合計 その他一般交通急病
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(各年1.1～12.31）
   　 区分

 年別

平成１８年

平成１９年

平成２０年

平成２１年

平成２２年

備考:・普及員とは、事業所や防災組織等において、当該従業員や構成員に対して応急手当の普及指導を行う者

　　　 を養成する講習をいう。

　　 ・普通救命とは、応急手当の普及啓発活動の実施要綱に基づく、修了証の交付対象となる講習をいう。

　　 ・その他とは、上記以外の講習をいう。

(各年1.1～12.31）

火 自 水 交 労 運 一 加 自 急   そ の 他

　   種別 計 然 働 動 般 損 転 そ

区分 災 災 競 負 行 の

災 害 難 通 害 技 傷 害 為 病 院 他

平成13年 6,266 9 1 1,065 69 39 759 62 98 3,649 436 79

平成14年 6,561 9 1,004 70 53 771 71 120 3,942 475 46

平成15年 7,018 2 1 1,065 64 57 872 65 95 4,162 581 54

平成16年 7,517 5 1,061 68 57 937 87 101 4,552 598 51

平成17年 7,909 5 1,076 75 57 980 91 131 4,766 648 80

平成18年 8,041 7 1,031 73 54 1,020 52 117 4,908 685 94

平成19年 8,061 15 1,011 85 66 1,025 60 93 4,934 709 63

平成20年 7,610 10 961 80 65 1,020 63 113 4,492 726 80

平成21年 7,881 3 899 56 39 1,078 67 122 4,711 801 105

平成22年 8,516 13 1,030 68 52 1,128 66 99 5,160 811 89

　   計 75,380 78  2 10,203 708 539 9,590 684 1,089 45,276 6,470 741

平　　均 7,538 8 0 0 1,020 71 54 959 68 109 4,528 647 74

百分比(%) 100 0.1 0.0 0.0 13.5 0.9 0.7 12.7 1.0 1.4 60.1 8.6 1.0

○　過去１０年間の救急出動状況

そ    の    他

そ    の    他

普    及    員

普  通  救  命

そ    の    他

1 

126 

101 

839 

70 

計

1 

そ    の    他

普    及    員

普  通  救  命

1 

74 

2,155 

83 3,488 

普  通  救  命 67 

普    及    員

101 

83 

23 

2,712 

335 128 

2,029 

14 

232 70 

122 289 

24 

28,399 834 

3,377 

1,584 

70 

67 

隊員派遣数

11 

485 

136 

17 

14 

135 

535 

303 

24 

24 

198 

24 

213 

24 

140 

受講者数 実施時間数

74 

4,817 126 

29 

32 

○　救急講習会実施状況（過去５年間）

実施回数講　習　区　分 受講団体数

98 

普    及    員

119 119 5,104 

22 

1,979 232 

182 149 普  通  救  命

159 413 

37 11 

1,452 53 53 

1 

普    及    員

95 95 3,218 

普  通  救  命 46 46 1,082 

そ    の    他

1 
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救 助 統 計 

 

 

 



計 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

計 89 2 11 6 11 4 10 6 7 10 4 5 13 

8 1 1 1 1 2 1 1 

11 1 1 1 1 1 1 1 1 3 

 

 

 

 

 

26 3 2 3 1 4 1 5 3 2 2 

救助活動無し火災 14 1 1 1 2 2 1 1 2 1 2 

警 戒 出 動 8 3 1 1 1 2 

ド ア の 施 錠 等 11 2 2 1 2 3 1 

そ の 他 の 事 故 11 2 2 3 1 1 2 

382 16 42 30 44 12 54 29 26 47 13 16 53 

45 1 5 4 6 4 4 2 6 2 3 8 

1204 54 127 93 140 33 172 93 78 153 38 50 173 

計 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

63 26 4 3 5  3 4 2 5 2 3 6 

27 26 1 

6 1 1 1 3 

 

 

 

 

 

25 3 2 3 1 4 1 5 2 2 2 

警 戒 出 動  

ド ア の 施 錠 等  

そ の 他 の 事 故 5 1 1 1 1 1 

火 災

ガ ス ・ 酸 欠 事 故

爆 発 事 故

○ 救助概要

○ 事故種別救助出動状況

　平成２２年中の救助出動件数は８９件で、前年（８０件）に比べ、９件の増加となってい

ます。このうち救助活動を要した災害件数等は４５件で、前年（４６件）に比べ、１件の減

少となっており、救助人員は６３人で、前年（４２人）に比べ、２１人の増加となっていま

す。

　当市においては、あらゆる救助事象に対処できるよう救助隊員の技術の向上に努めるとと

もに、資機材及び装備の充実を図っています。

交 通 事 故

水 難 事 故

自 然 災 害

機械等による事故

　　　　　　　月別
　事故種別

交 通 事 故

水 難 事 故

そ
の
他

建 物 に よ る 事 故

自 然 災 害

機械等による事故

ガ ス ・ 酸 欠 事 故

爆 発 事 故

計

（H22.1.1～H22.12.31）

（H22.1.1～H22.12.31）

活 動 件 数

出 動 人 員

そ
の
他

○ 事故種別救助人員状況

建 物 に よ る 事 故

出 動 車 両 台 数

　　　　　　　月別
　事故種別

火 災
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交

通

事

故

水

難

事

故

自

然

災

害

よ

る

事

故

機

械

等

に

ガ
ス
・
酸
欠
事
故

爆

発

事

故

よ

る

事

故

建

物

に

そ

の

他

89 11 26 44 

45 6 25 6 

63 6 25 5 

死 亡 8 6 

重 症 4 1 2 1 

中 等 症 12 4 6 1 

軽 症 8 1 6 1 

負傷なし 31 5 2 

計 63 6      25 5 

○ 過去10年間の救助出動状況

交

通

事

故

水

難

事

故

自

然

災

害

よ

る

事

故

機

械

等

に

ガ
ス
・
酸
欠
事
故

爆

発

事

故

よ

る

事

故

建

物

に

そ

の

他

86 15 3 4 34 

103 14 5 2 7 34 

93 20 1 2 28 

72 12 1 4 32 

75 7 7 28 

73 ※ 5 10 4 2 52 

75 15   1 1  3 43 

78 9 2 1 55 

80 9 1 60 

89 11 26 44 

※ 火災における救助活動は、平成１８年より国表記入要領変更に伴い活動を行った件数の計上となった。

　　  事故種別

 区　分

計

火

災

　　  事故種別

 年　別

計

24 

27 

8 

火

災

8 

42 

23 

33 

11 

10 

平成１３年

平成１４年 41 

30 

1 

(H22.1.1～H22.12.31)

(各年1.1～12.31)

平成１７年

平成１８年

出 動 件 数

活 動 件 数

救 助 人 員

8 

27 

平成２１年

平成２２年

○ 事故種別傷病程度別状況

12 平成１９年

平成２０年

傷
 
病
 
程
 
度
 
別

平成１６年

平成１５年

2 

 66



 

その他の統計 

 
 

 

 

 



ガス漏えい

ガ

ソ

リ

ン

オ

イ

ル

軽

油

そ

の

他

都

市

Ｌ

Ｐ

Ｇ

そ

の

他

建

物

工

作

物

物

件

雑

草

そ

の

他

ゴ

ミ

廃

材

植

木

伐

採

屑

不

法

投

棄

雑

介

そ

の

他

375 69 14 39 8 27 4 4 5 7 4 3 10 8 9 11 55 5 86 7

381 78 23 3 24 8 27 7 4 4 1 1 5 3 6 9 8 1 8 37 1 103 20

378 100 16 4 23 8 20 1 4 5 1 6 2 6 2 7 9 6 6 40 8 93 11

428 62 14 10 43 9 27 6 3 7 1 12 1 4 5 5 10 17 16 41 5 40 72 18

420 82 9 6 40 10 29 3 1 6 1 10 1 2 7 7 1 11 23 40 17 75 39

393 102 11 2 40 7 17 3 5 3 1 11 1 2 7 11 10 25 19 29 4 73 10

378 89 5 3 54 9 16 2 2 2 1 1 13 1 2 6 7 14 7 30 24 4 75 11

393 85 14 5 40 6 24 6 4 5 1 1 10 3 1 4 27 12 9 12 25 11 78 10

401 70 9 6 53 6 15 3 4 2 2 9 1 6 6 14 7 62 24 14 80 8

439 71 12 5 45 10 22 2 7 2 1 1 14 2 3 23 6 8 7 58 25 16 89 10

※　救急後方支援は、平成１６年より統計処理する。

(各年1.1～12.31)

　平成２２年中の災害等出動件数は４３９件で、前年(４０１件)に比べ３８件の増加となってい

ます。火災や救助出動のほか警報設備の誤作動による出動４５件、警戒出動４５件、火災に至ら

なかった事故出動４２件、焼却火等出動２１件など、市域で発生するあらゆる災害や事故に出動

し、市民の「安全と安心」を守っています。

　また、市域外への応援出動等も１０件の出動となっています。

 
災
害
区
分

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年
別

計

火

災

出

動

誤

報

虚

報

警

報

設

備

誤

作

動

警　戒　出　動

自

然

災

害

出

動

救

助

出

動

市

域

外

応

援

出

動

警戒出動及びその他の災害（事故）出動

焼 却 火 の
不 始 末 及
び黒煙上昇等

救

急

後

方

支

援

そ

の

他

航

空

機

警

戒

出

動

油流出

火 災 に 至 ら
なかった建物等

の燃焼

平成
16年

平成
13年

平成
14年

○ 過去１０年間の災害等活動状況

平成
22年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
17年

平成
18年

平成
15年
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○ 科目別・月別病院問い合わせ状況

○ 科目別・曜日別病院問い合わせ状況

外 科

内 科

小 児 科

耳 鼻 咽 喉 科

眼 科

産 婦 人 科

精 神 科

歯 科

泌 尿 器 科

そ の 他

計

※　祝日及び年末・年始（１２／２９～１／３）は、日曜日に含む。

外　科 内　科 小児科
　　　　種別
 月別

耳　鼻
咽喉科

眼　科
産婦
人科

精神科 歯　科
泌尿
器科

その他 計

１月 88 123 16 10 7 6 2 10 1 2 265 

２月 62 47 11 13 6 4 4 7 4 2 160 

３月 83 61 16 5 5 5 1 5 2 3 186 

４月 80 58 15 7 4 4 3 12 5 2 190 

５月 102 68 11 12 10 8 2 7 2 1 223 

６月 71 50 12 6 11 3 1 3 5 3 165 

７月 81 71 15 8 10 3 1 4 5 5 203 

８月 104 73 15 6 10 3 1 9 3 1 225 

９月 98 47 12 4 11 3 1 5 5 1 187 

１０月 52 38 12 7 4 4 7 3 3 130 

１１月 75 39 9 5 7 2 7 2 2 148 

１２月 75 52 16 6 13 7 

日曜日 計土曜日金曜日木曜日

108 87 179 

　　　　曜日別
 科目別

370 60 89 

水曜日火曜日月曜日

971 

250 73 71 65 91 63 114 727 

78 

38 13 15 16 26 25 27 160 

33 11 9 7 13 7 9 89 

28 6 8 7 20 10 19 98 

22 1 6 3 6 2 12 52 

3 1 1 3 3 2 3 16 

26 11 8 4 7 4 19 79 

17 6 3 4 7 2 2 41 

25 13 4 1 1 3 1 2 

800 186 211 188 284 203 386 2,258 

計 971 727 160 89 98 52 16 

(H22.1.1～H22.12.31)

(H22.1.1～H22.12.31)

79 41 25 2,258 

3 4 176 
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○ 科目別・時間別病院問い合わせ状況

37 35 5 5 5 1 1 2 91 

17 31 3 2 1 6 3 63 

14 22 3 4 1 2 1 47 

4 24 1 2 1 3 2 37 

11 10 3 2 1 1 28 

8 11 3 22 

14 18 3 1 1 37 

22 20 5 1 2 1 3 1 55 

25 23 3 4 4 1 2 1 1 64 

28 22 2 1 6 2 2 2 65 

34 23 4 1 2 3 1 3 1 72 

36 15 2 3 1 2 1 3 6 1 70 

28 14 3 3 3 3 54 

41 27 10 3 4 3 1 6 5 1 101 

60 21 5 1 5 1 2 1 96 

51 27 5 1 2 5 2 1 1 95 

51 29 8 4 9 1 1 5 1 109 

62 31 8 4 6 4 10 4 2 131 

79 46 18 6 6 3 2 4 1 165 

90 54 13 10 18 6 1 5 2 4 203 

79 54 13 10 11 2 2 5 4 3 183 

83 66 21 11 10 2 3 4 5 3 208 

58 55 12 7 2 2 1 10 1 148 

39 49 7 6 1 5 1 4 2 114 

971 727 160 89 98 52 16 79 41 25 2,258 

(H22.1.1～H22.12.31)

眼　科
産婦
人科

精神科 歯　科 計
　　科目別

 時間別

泌尿
器科

その他外　科 内　科 小児科
耳　鼻
咽喉科

０～１

１～２

２～３

３～４

４～５

５～６

６～７

７～８

８～９

 　９～１０

１０～１１

１１～１２

１２～１３

１３～１４

１４～１５

１５～１６

１６～１７

１７～１８

１８～１９

１９～２０

計

２０～２１

２１～２２

２２～２３

２３～２４
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○ 伊丹市消防団のあゆみ 

 

明 42(月日不詳) 伊丹消防組として、４部編成腕用ポンプを主体として発足する。 

昭 18. 4. 1   手挽ポンプから自動車ポンプにと装備の近代化に移る。 

昭 14. 4. 1   警防団令（勅令第２０号）の公布により、従来の消防組を廃止して伊丹警防

団と改称する。 

昭 15.11.10   市制施行とともに旧稲野村警防団と併合する。 

昭 22. 3. 1   神津村の合併とともにその警防団も併合する。 

昭 22. 9. 1    消防団令（勅令第１８５号）の公布により、従来の警防団を伊丹消防団と改

称する。 

昭 22. 9. 3   １団３分団２００名となる。 

         （第１分団が旧伊丹、第２分団が稲野地区、第３分団が神津地区） 

昭 23. 7. 1   消防組織法施行に伴い伊丹市消防団として自治体消防の体制を整えるに至る。 

昭 26. 4. 1   第２分団に東野班を増設する。 

昭 27. 4. 1   第２分団に南野班を増設する。 

昭 28.10.30    第３分団に口酒井班を増設する。 

昭 28.12. 1   第２分団を２分して第４分団を新設、同分団に西野班を増設する。 

昭 28.12.22    消防団長（初代）に岸田吉太郎氏が任命される。 

昭 29. 3.21    第２分団に千僧班を増設する。 

昭 30. 4. 1    川辺郡長尾村南部地区の合併とともに同地区の荒牧・荻野各班を併合し、第

５分団を新設し、また第４分団に寺本班を増設する。 

昭 31. 4. 1    第５分団に鴻池班を増設する。 

  昭 31.12.20    第４分団に山田班を、また第５分団に西池班を増設する。 

  昭 32. 8. 1    第３分団に下河原班を増設し、５分団２６ケ班３９９名となる。 

  昭 37. 8.15   市の４ケ年計画に基づく常備消防の拡充（西出張所の開設）により、地元昆

陽・堀池班は解散する。 

  昭 37.12.28   消防団の再編成方針に基づき、手挽消防ポンプ所有班は解散し、１団５分団

１３ケ班２０４名に縮小する。 

  昭 40. 2.13   消防署東出張所の開設により、地元森本・岩屋各班は解散する。 

  昭 41. 4. 9   消防署北出張所の開設により、地元鴻池・荒牧各班は解散する。 

  昭 45. 5. 1   消防署南出張所の開設により、地元御願塚・南野各班は解散する。 

  昭 45. 7. 1   組織を改正、これまでの班組織を分団組織に改め、１団７分団（内台、大鹿、

北村、下河原、中野、池尻、東野）１１６名編成とする。 

  昭 47. 7. 1   指導員制を採用し、ｌ団７分団１１８名編成とする。 

  昭 47.12.17   消防団本部を市内昆陽字一ツ樋９番地の２の新庁舎に移転、業務を開始する。 

  昭 48. 2.26   住居表示変更に伴い、消防団本部の所在地「伊丹市昆陽一ツ樋９番地の２」 

を､「伊丹市昆陽１丁目１番地」に改める。 

昭 48.11. 1    従来からの消防団参与制度を「伊丹市消防団本部設置名称及び組織に関する

規程」に規程化する。 
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  昭 49. 6.26   東消防署北伊丹出張所の開設により、地元北村分団は解散。指導員をｌ名増

員し、１団６分団１０３名編成とする。 

  昭 49. 6.26    地番整理に伴い、伊丹市消防団本部の所在地「伊丹市昆陽１丁目１番地」を 

「伊丹市昆陽１丁目１番地の１」に改める。 

  昭 53. 4.16    消防団長（２代目）に阪上貞雄氏が任命される。  

昭 56. 4. 1     組織を改正し、１団６分団６班を１団６分団１２班とし、階級編成を次のと

おり改める。 

 団長 副団長 分団長 副分団長 部長 班長 団員 

旧 １ ３ ６ ３ ６ ６ ７８ 

新 １ ２ ９ ６ ６ １２ ６７ 

平  3.12. 7    東野分団車（小型動力ポンプ積載車）を普通ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）に

更新する。 

  平  4.10.12    中野分団車（小型動力ポンプ積載車）を普通ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）に

更新する。 

  平  5.10.26    池尻分団車（小型動力ポンプ積載車）を普通ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）に

更新する。 

  平 8. 4. 1   消防団長（３代目）に倉橋文一氏が任命される。  

  平  8. 7. 1    伊丹市消防団名誉団長設置規則の制定により、阪上貞雄氏に名誉団長の称号

を付与する。 

  平  8.11.22    下河原分団車（小型動力ポンプ積載車）を普通ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）

に更新する。 

  平  9. 3.31    車載式消防無線機を全車（６台）設置整備完了する。 

  平  9.12.25    大鹿分団車（小型動力ポンプ積載車）を普通ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）に

更新する。 

  平 10. 4. 1   消防団長（４代目）に岸谷義雄氏が任命される。  

  平 10.11. 6    内台分団車（小型動力ポンプ積載車）を普通ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ型）に

更新する。                                                                  

  平 11. 9.24    池尻分団車庫を鉄骨造２階建に改築する。 

  平 13.12.10    中野分団車庫を鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造２階建に改築する。 

 平 16. 1. 1   消防団員の活動服が全国統一され、新基準による活動服を採用する。 

平 17. 3. 5    大鹿分団車庫を木造平屋建に改築する。 

平 18.12. 4    東野分団車（ＣＤ－Ⅰ型）を更新する。 

平 19.12. 5    中野分団車（ＣＤ－Ⅰ型）を更新する。 

平 19.12.16    下河原分団車庫を鉄骨造平屋建てコンクリート瓦葺に改築する。 

平 20.12. 9   池尻分団車（ＣＤ－Ⅰ型）を更新する。 

平 22. 3.21     東野分団車庫を鉄骨造平屋建てセメント瓦葺に改築する。 

 



○　消防団の概要

○　消防団の組織と現況

（H23.4.1現在）
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　消防団は、郷土愛護の精神で地域に密着した消防機関として、市内に６分団が設置されてい

ます。

　水火災等の災害時には、常備消防と連携して消防防災活動に当たるとともに、平常時には、

研修及び各種訓練を実施して資質の向上に努めています。

　当市においては、消防団施設の整備、団員の処遇改善を図り、魅力ある消防団づくりに取り

組んでいます。
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（H23.4.1現在）

（H23.4.1現在）

11.122.9 19.2 17.8 13.9平均在職年数 14.0 33.0 31.0

40年以上

35年以上～40年未満 1 1

1

30年以上～35年未満 7 1 3 3

3 3 1 125年以上～30年未満 10 1

6

20年以上～25年未満 14 3 3 8

215年以上～20年未満 8

12

10年以上～15年未満 23 2 2 1 18

1 1 2 45年以上～10年未満 20

66

5年未満 19 1 18

9 6 6 12計 102 1 2

副分団長 部長 班長 団員

○　階級別在職年数

計 団長 副団長 分団長

40.0

55才以上～60才未満 4 1 1 2

53.0 44.5 46.8 42.7平 均 年 齢 42.7 63.0 57.0

5

60才以上 6 1 1 4

450才以上～55才未満 10 1

19

45才以上～50才未満 22 3 2 2 2 13

1 1 3 240才以上～45才未満 26

9

35才以上～40才未満 14 1 1 1 11

1 230才以上～35才未満 12

4

25才以上～30才未満 4 1 3

20才以上～25才未満 4

66

20才未満

9 6 6 12計 102 1 2

副分団長 部長 班長 団員

○　階級別年齢構成

計 団長 副団長 分団長
階級別

年齢別

階級別

年数別
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○　分団別等車両保有状況
（H23.4.1）

○　消防団の活動状況
(H22.4.1～H23.3.31)

※　訓練は随時各分団で実施しているものを除く。

中 野 分 団

池 尻 分 団

東 野 分 団

団 本 部

内 台 分 団

大 鹿 分 団

下河原分団

ポ
ン
プ
台
数

登録番号

シャシー ポンプ

使用年数 備考

型式
年
　
式

総排
気量
(cc)

燃
　
料

級別
最　大
放水量
( /min)

規格別

1

1

1

1

1

1

神戸300
ま
 

 27-65

神戸800
さ
11-90

神戸88た
11-16

神戸88そ
81-37

神戸831
や
119

神戸831
り
119

神戸831
む
119

トヨタ

 ﾊｲｴｰｽ
 

 E-AE91

三菱KC-
FE

568B改

三菱KC-
FE

568B改

三菱KC-
FE

538B改

日野XZU
334M

日野XZU
334M

日野XZU
334M

H13

H10

H 9

H 8

H19

H20

H18

ガ
ソ
リ
ン

軽
油

軽
油

軽
油

A-2

2.4

4.56

4.56

4.56

-

A-2

A-2

軽
油

4

4

4

CD-Ⅰ型A-2

軽
油

軽
油

A-2

A-2

CD-Ⅰ型

CD-Ⅰ型

-

2.0

2.0

-

CD-Ⅰ型

CD-Ⅰ型

2.0

普通消防
ポ ン プ
自 動 車

普通消防
ポ ン プ
自 動 車

普通消防
ポ ン プ
自 動 車

3年 5月

2年 5月

4年 4月

9年 5月

12年 5月

13年 4月

14年 5月

乗 用 車
(業務連絡
車)

普通消防
ポ ン プ
自 動 車

普通消防
ポ ン プ
自 動 車

普通消防
ポ ン プ
自 動 車

CD-Ⅰ型

2.3

2.3

2.3

訓練等 警　戒   研修会 等

53 45 140

区　分 計 火　災

120 8出動回数

水　防

266 195出動人員 1390 64 0 865

区

分団別
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火災発生などのお問い合わせは  

消 防 災 害 情 報 案 内 
ＴＥＬ  ０７２（７７２）１１９１  

 
 

 
消防局・西消防署           東 消 防 署 
〒664-0881               〒664-0836 
伊丹市昆陽 1 丁目 1 番地の 1          伊丹市北本町 2 丁目 133 番地 
(局)ＴＥＬ 072(783)0123(代)           1ＴＥＬ 072(772)0119(代) 

ＦＡＸ 072(783)4999             1ＦＡＸ  072(772)5119 
(西)ＴＥＬ 072(783)0124  

ＦＡＸ 072(783)4986 
 
池尻出張所               神津出張所 
〒664-0027               〒664-0842 
伊丹市池尻 3 丁目 55 番地          伊丹市森本 2 丁目 142 番地の 1 
ＴＥＬ 072(778)0119          ＴＥＬ 072(773)0119 
ＦＡＸ 072(778)0119          ＦＡＸ 072(773)0119 

 
荒牧出張所               南野出張所 
〒664-0007               〒664-0883 
伊丹市北野 1 丁目 9 番地        伊丹市南鈴原町 2 丁目 1 番地 
ＴＥＬ 072(781)0119          ＴＥＬ 072(784)0119 
ＦＡＸ 072(781)9190           ＦＡＸ 072(784)0971 

 
 

H23 消 000100-1-007-A4

 


